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第１章 計画の策定にあたって

１ 計画策定の背景と目的 

現在のこどもたちを取り巻く社会環境をみると、少子高齢化や核家族化の進行によりラ

イフスタイルの変容や価値観、ニーズが多様化し、生活環境の変化とともに、児童虐待や

ひきこもりなどの家庭問題、地域社会のつながりの希薄化に関する問題は依然として解決

すべき課題となっています。また、自殺やいじめなどの生命・安全の危機、子育て家庭の

孤独・孤立、格差拡大などの問題も近年顕在化しています。 

近年の重要な展開として、令和５年４月には、こども基本法が施行されました。こども

基本法は、日本国憲法、児童の権利に関する条約（以下「子どもの権利条約」という。）の

精神にのっとり、次代の社会を担う全てのこどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、

自立した個人としてひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、置かれている環

境等にかかわらず、その権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送ることがで

きる社会の実現を目指すものです。また、同じく令和５年４月に、「こども家庭庁」が発足

し、令和５年１２月には、こども基本法の理念に基づき、こども政策を総合的に推進する

ための政府全体のこども施策の基本的な方針等を定める「こども大綱」が閣議決定され、

「こどもまんなか社会」の実現に向けて、こどもや子育て当事者の幸福追求が非常に重要

であるとされています。 

川口市では、令和２年度から令和６年度を計画期間とする「第２期川口市子ども・子育

て支援事業計画」（以下「第２期計画」という。）を策定し、「みまもる目 つながる手 子

どもとともに育つまち かわぐち」を基本理念として、すべてのこどもが健やかに成長す

ることができるよう、施策の推進に取り組んできました。 

この度、第２期計画の計画期間が終了したことから、社会動向を念頭に置きながら、第

２期計画の実績、施策推進の課題等を整理して「川口市こども未来計画」を策定します。 
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２ 計画の性格と位置づけ 

本計画は、川口市のこども・子育て支援をはじめとするこども施策に関する総合的な計

画で、「市町村こども計画（こども基本法）」「子ども・子育て支援事業計画（子ども・子育

て支援法）」「次世代育成支援行動計画（次世代育成支援対策推進法）」「市町村子ども・若

者計画（子ども・若者育成支援推進法）」「こどもの貧困解消対策推進計画（こどもの貧困

の解消に向けた対策の推進に関する法律）」「自立促進計画（母子及び父子並びに寡婦福祉

法）」「成育医療等基本方針に基づく計画策定指針に基づく計画」を一体的な計画として策

定するものです。 

また、市政の最上位計画である「第５次川口市総合計画」の部門計画として策定し、策

定に当たっては、国・埼玉県が策定した関連の計画や、市の各種計画等との整合・連携を

図っています。 

第５次川口市総合計画 

連携 

整合 

埼玉県こども・ 
若者計画（仮称） 

子ども・ 
子育て支援法 

次世代育成支援 
対策推進法 

子ども・若者 
育成支援推進法 

こどもの貧困の 
解消に向けた 
対策の推進に 
関する法律 

【県】 

整合 

こども基本法 

成育医療等基本
方針に基づく計
画策定指針 

母子及び父子並
びに寡婦福祉法 
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３ 計画の期間 

本計画は令和７年度を初年度とし、令和１１年度を目標年度とする５か年を計画期間と

します。また、各年度において、実施状況や実績等について点検・評価を行うとともに、

計画期間において、必要に応じて計画の見直しを行うものとします。 

計画期間 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 

４ 計画策定の経緯 

（１）市民ニーズ調査の実施 

①概要 

川口市こども未来計画策定のための基礎資料として、市内在住の就学前児童、小学生

の保護者や、こども本人を対象として、アンケート調査を行いました。 

②調査対象者 

【子ども・子育て支援に関するニーズ調査】 

市内在住の就学前児童、小学生の保護者 

【子どもの生活実態調査】 

市内在住の就学前児童、小学生、中学２年生の保護者及び 

小学５年生、中学２年生本人 

【子ども・若者意識調査】 

市内の小学校に通う小学５年生、市内の中学校に通う中学２年生、 

川口市立高等学校に通う高校２年生、１８歳から２９歳の市民 

③調査期間 

令和５年１１月～令和６年１月 

川口市こども未来計画 
第２期 

計画 
次期計画 
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④調査方法 

郵送配布・郵送回収及びインターネット回答 

⑤調査配布数・回答数・回答率 

【子ども・子育て支援に関するニーズ調査】 

配布数 有効回答数 有効回答率 

就学前保護者 3,800 通 1,472 通 38.7％ 

小学生保護者 3,800 通 1,553 通 40.9％ 

【子どもの生活実態調査】 

配布数 有効回答数 有効回答率 

小学５年生本人 636 通 219 通 34.4％ 

中学２年生本人 650 通 227 通 34.9％ 

就学前保護者 3,800 通（※１） 1,472 通 38.7％ 

小学生保護者 3,800 通（※１） 1,553 通 40.9％ 

中学生保護者 650 通 261 通 40.2％ 

※１ 対象者は子ども・子育て支援に関するニーズ調査と同じ 

【子ども・若者意識調査】 

配布数 有効回答数 有効回答率 

小学生 4,757 通（※２） 3,543 通 74.5％ 

中学生 4,563 通（※３） 2,866 通 62.8％ 

高校生 446 通（※４） 412 通 92.4％ 

若者 5,000 通 974 通 19.5％ 

※２ 市内の小学校に通う小学５年生全員 

※３ 市内の中学校に通う中学２年生全員 

※４ 川口市立高等学校に通う高校２年生全員 

（２）こどもの意見聴取の実施 

①概要 

こどもに計画骨子案等を分かりやすく示し、「自分が興味があること、頑張りたいこと」

や「川口市に頑張ってもらいたいこと」について意見を聴いたほか、計画の基本理念（キ

ャッチフレーズ）や計画の名称に関するアイデアを募集しました。 

②調査対象者 

小学生（主に高学年）～若者 

③調査期間 

令和６年７月～８月 
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④調査方法 

インターネット回答 

⑤回答数 

６７９件 

（３）若者ワークショップの実施 

①概要 

若者の生の声を聴くため、市内の埼玉学園大学の学生の協力を得て、ワークショップ

を開催しました。 

②調査対象者 

埼玉学園大学の学生 

③実施年月 

令和６年８月 

④テーマ 

安心して子どもを産み育てられるために、どんな社会になってほしいか 

⑤参加者数 

１８人 

（４）「川口市社会福祉審議会児童福祉専門分科会」等での審議 

本計画にこどもや子育て当事者等の意見を反映するとともに、市におけるこども施策を

こども及び子育て家庭の実情を踏まえて実施するため、学識経験者、こども・子育て支援

に関する事業に従事する者等で構成する 「川口市社会福祉審議会児童福祉専門分科会」に

て、計画の内容について審議しました。 

また、庁内に子ども部、福祉部、保健部、教育委員会の関係課室長等で構成する「（仮称）

川口市子ども計画策定委員会」を設置し、市におけるこども施策に関連する事業の総合調

整を行いました。 
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５ 本計画とＳＤＧｓ 

平成２７年９月、国連では「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」が全会一致

で採択され、国際社会が一体となって「ＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)」の達成に向けた

取組を進めています。国では、平成２８年に政府内に推進本部が設置され、同年１２月に

実施方針が決定されており、地方公共団体においても、ＳＤＧｓの達成に向けた取組の推

進が求められています。 

本市においても、「第５次川口市総合計画」では、各施策にＳＤＧｓの目標を併せて示す

ことで、それぞれの施策がＳＤＧｓの達成に向けた取組であることがわかる計画として策

定しています。 

また、令和６年度には、内閣府が選定する「ＳＤＧｓ未来都市」に本市が選定され、加

えて本市の提案した取り組みが「自治体ＳＤＧｓモデル事業」にも選定されました。 

本計画においても、川口市こども未来計画と特に関連性の強い以下の１０のゴールの達

成を目指し、各施策の推進を図ります。 

※このシンボルマークは、川口市立高等学校３年生美術科目を 

選択する生徒の皆さんに協力していただき作成しました。 
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第２章 こども・子育て支援に関する現状

本計画の策定にあたり、統計データや令和５年度に実施したニーズ調査の結果などを踏

まえ、こども・子育て支援に関する現状を「平日の定期的な教育・保育ニーズ」、「子育て

支援事業」、「放課後の過ごし方」、「子育てと就労の両立」、「子育て環境」という５つの観

点から整理しました。 

１ 平日の定期的な教育・保育ニーズ 

① 保育所等の利用実績 

年々高まる教育・保育ニーズに対応するため、保育所等の認可定員を毎年度増やし、令

和２年度から令和６年度までに合計１，０８９人の定員増を行いました。 

保育所等の定員数の増加と併せて申し込み者数も増加傾向にあり、就学前児童数に対す

る保育所等の申し込み割合は年々上昇しています。 

待機児童数については、定員数の増加によって減少傾向にあり、令和６年４月１日現在

は１０人となっています。 

保育所等の状況（各年４月１日現在） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

就学前児童数 29,657 人 28,181 人 26,808 人 25,730 人 24,881 人

施設数 184 施設 190 施設 196 施設 199 施設 199 施設

認可定員数 11,209 人 11,562 人 11,960 人 12,169 人 12,298 人

増減 - 353 人 398 人 209 人 129 人

申し込み者数 11,531 人 11,421 人 11,543 人 11,773 人 11,991 人

申し込み割合 38.9％ 40.5％ 43.1％ 45.8％ 48.2％

利用者数 10,551 人 10,655 人 10,829 人 11,044 人 11,285 人

利用割合 35.6％ 37.8％ 40.4％ 42.9％ 45.4％

待機児童数 38 人 30 人 19 人 10 人 10 人

増減 - -8 人 -11 人 -9 人 0 人

保育所等の申し込み割合（各年４月１日現在） 

（単位：％） 

年齢 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

０歳児 21.5 21.8 23.2 23.4 23.4

１歳児 48.3 48.8 53.6 57.1 59.2

２歳児 47.4 49.2 50.9 55.3 58.7

３～５歳児 38.4 40.5 43.0 45.7 48.8

０～５歳児合計 38.9 40.5 43.1 45.8 48.2

資料：川口市資料  
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② 教育・保育事業の利用状況 

幼稚園や保育所等の利用状況で一番多いものは、０～１歳は「認可保育所」で６０％以

上、２～４歳は「認可保育所」で４０％～５０％台、５歳は「幼稚園」で４０％以上とな

っています。 

【就学前】幼稚園や保育所等の利用状況 

（単位：％） 

区分 

回
答
者
数

件

幼
稚
園

幼
稚
園
と
預
か
り
保

育 認
可
保
育
所

認
定
こ
ど
も
園

小
規
模
保
育
事
業

事
業
所
内
保
育
事
業

企
業
主
導
型
保
育
事

業 家
庭
保
育
室

そ
の
他
の
認
可
外
保

育
施
設

フ

ミ
リ

・
サ
ポ

ト
・
セ
ン
タ

全体 1,017 25.4 8.6 50.1 5.5 5.3 1.0 1.6 - 2.7 0.2

０歳 74 1.4 2.7 68.9 8.1 12.2 1.4 4.1 - 6.8 -

１歳 142 0.7 0.7 66.2 6.3 13.4 3.5 3.5 - 4.2 -

２歳 156 12.2 1.9 51.9 7.7 14.7 1.3 4.5 - 1.9 0.6

３歳 239 35.1 15.5 43.9 4.2 0.8 - 0.4 - 3.3 -

４歳 209 34.0 11.5 45.5 4.8 0.5 0.5 - - 1.9 -

５歳 182 42.3 10.4 41.8 4.9 - 0.5 - - 0.5 0.5

「幼稚園や保育所等を利用していない」と回答した人の理由は、０歳は「こどもがまだ

小さいため」、１歳～４歳は「こどもの父母がみている」の割合が最も高くなっています。

また、「利用したいが、幼稚園や保育所などに空きがない」の割合は、０～１歳の低年齢児

で高くなっています。 

【就学前】幼稚園や保育所等を利用していない人の理由 
※網掛けは各年齢で最も多い数値 

（単位：％） 

区分 

回
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数
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の
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い
が

幼
稚
園
や

保
育
所
な
ど
に
空
き
が
な

い 利
用
し
た
い
が

経
済
的
な

理
由
で
事
業
を
利
用
で
き

な
い

利
用
し
た
い
が

延
長

夜

間
な
ど
の
時
間
帯
の
条
件

が
合
わ
な
い

利
用
し
た
い
が

事
業
の
質

や
場
所
な
ど

納
得
で
き
る

事
業
が
な
い

不
定
期
で
の
預
か
り
サ

ビ
ス

一
時
預
か
り
な
ど

を
利
用
し
て
い
る

こ
ど
も
が
ま
だ
小
さ
い
た

め

全体 455 52.3 5.5 - 20.0 4.6 1.1 1.5 2.0 49.9

０歳 282 47.9 5.0 - 21.6 4.6 0.7 1.1 1.4 56.7

１歳 99 58.6 5.1 - 21.2 5.1 - 3.0 3.0 39.4

２歳 59 62.7 5.1 - 11.9 5.1 3.4 1.7 1.7 42.4

３歳 6 16.7 16.7 - 16.7 - - - - 16.7

４歳 2 100.0 50.0 - - - - - - -

５歳 1 - - - - - 100.0 - - -
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保護者の共働き状況別にみると、“フルタイムで共働き”では「認可保育所」が７９．０％

と高く、「幼稚園」や「幼稚園と預かり保育」は５％程度となっています。“いずれかパー

トで共働き”では「認可保育所」が３８．３％と最も高く、「幼稚園」は２８．９％、「幼

稚園と預かり保育」が１６．４％となっています。 

【就学前】保護者の共働き状況別の幼稚園や保育所等の利用状況 
※網掛けは各共働き状況で最も多い数値 

（単位：％）   

区分 

回
答
者
数

件

幼
稚
園

幼
稚
園
と
預
か
り
保
育

認
可
保
育
所

認
定
こ
ど
も
園

小
規
模
保
育
事
業

事
業
所
内
保
育
事
業

企
業
主
導
型
保
育
事
業

家
庭
保
育
室

そ
の
他
の
認
可
外
保
育
施
設

フ

ミ
リ

・
サ
ポ

ト
・
セ
ン
タ

フルタイムで共働き 410 4.4 5.6 79.0 5.6 5.4 1.0 0.7 0.0 3.4 0.2

いずれかパートで共働き 201 28.9 16.4 38.3 5.5 10.9 2.0 2.5 0.0 3.5 0.0

父母ともパートで共働き 5 60.0 0.0 40.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

父母いずれかが在宅 131 74.8 9.9 6.9 4.6 3.8 0.0 1.5 0.0 0.8 0.8
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２ 子育て支援事業 

① 地域子ども・子育て支援事業の状況 

子ども・子育て支援法に基づく地域子ども・子育て支援事業の状況をみると、一部の事

業については新型コロナウイルス感染症や少子化の影響などにより実績値が計画値を下

回りましたが、第２期計画の計画期間を通じて、多くの事業で計画値を上回る、あるいは

計画値に近い実績値となりました。 

地域子ども・子育て支援事業の計画と実績 

事業名 項目 単位 
令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

時間外保育事業  計画 
人 

7,851 7,795 7,761 5,522

（延長保育事業） 実績 5,478 5,827 6,062 6,105

放課後児童クラブ       計画 
実人数／年

5,616 5,646 5,745 5,771

（放課後児童健全育成事業） 実績 5,506 5,122 5,299 5,777

幼稚園の一時預かり（１号認定による利用） 計画 
人日／年 

140,100 140,100 140,100 132,160

実績 126,097 148,716 163,042 171,270

（２号認定による利用） 計画 
人日／年 

93,400 93,400 93,400 88,040

実績 83,814 99,144 95,758 101,005

保育所の一時預かり、ファミリー・サポート・

センター（未就学児）、トワイライトステイ 

計画 
人日／年 

13,960 13,960 13,960 13,982

実績 26,760 25,736 30,435 26,410

病児・病後児保育事業 計画 
人日／年 

1,060 1,140 1,330 1,330

実績 1,062 1,104 1,436 1,802

ファミリー・サポート・センター（就学児） 計画 
人日／週 

6,500 6,500 6,500 6,500

実績 2,438 2,408 3,099 3,422

子育て短期支援事業 計画 
日／年 

10 10 10 10

実績 10 10 38 135

地域子育て支援拠点事業 計画 
人回／年 

180,000 184,000 187,600 190,000

実績 76,817 80,587 95,322 139,512

利用者支援事業（基本型・特定型） 計画 
か所 

3 3 3 3

実績 3 3 3 3

（母子保健型） 計画 
か所 

7 7 7 9

実績 7 7 8 9

乳児家庭全戸訪問事業 計画 
実人数／年

4,885 4,908 4,943 3,838

実績 4,885 4,908 4,943 4,002

養育支援訪問事業 計画 
人 

270 280 290 344

実績 327 362 335 344

妊婦健康診査 計画 
実人数／年

5,235 5,258 5,293 4,322

実績 4,910 4,679 4,604 4,661

実費徴収に係る補足給付を行う事業 計画 
実施状況 

実施 実施 実施 実施 

実績 実施 実施 実施 実施 

多様な主体が本制度に参入することを促進

するための事業 

計画 
実施状況 

 実施 実施 実施 

実績 実施 実施 実施 
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② 病児・病後児保育室の利用意向、不定期の一時預かりの利用意向 

【就学前】の病児・病後児保育室の利用意向をみると、０～１歳では「できれば病児・

病後児保育室を利用したかった」の割合が３割以上あり、２歳以上に比べて高くなってい

ます。 

【就学前】病児・病後児保育室の利用意向 

（単位：％）   

区分 

回
答
者
数

件

で
き
れ
ば
病
児
・
病

後
児
保
育
室
を
利
用

し
た
か

た

利
用
し
た
い
と
は
思

わ
な
か

た

無
回
答

全体 938 25.1 68.0 6.9

０歳 66 37.9 53.0 9.1

１歳 131 33.6 60.3 6.1

２歳 141 27.0 66.0 7.1

３歳 223 21.1 71.3 7.6

４歳 195 19.5 73.8 6.7

５歳 168 22.6 71.4 6.0

不定期にこどもを預ける事業の利用意向は【就学前】が６１．８％と高くなっています。 

【就学前】不定期にこどもを預ける事業の利用意向 

61.8

35.7

2.6

0 10 20 30 40 50 60 70

利用したい

利用する必要はない

無回答

（単位：％）回答者数 = 1,472 
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③ こどもをみてもらえる状況 

【就学前】のこどもをみてもらえる親族や知人の状況は、“祖父母と同居”の家庭では「日

常的に祖父母などの親族にみてもらえる」が６６．１％、“祖父母と近居している”家庭で

は「緊急時もしくは用事の時には祖父母などの親族にみてもらえる」が市内、市外ともに

７０％台と高くなっています。一方、“いずれもない”家庭では、「だれもいない」が４５．

２％であり、祖父母との同居や近居に比べて高くなっています。 

【就学前】こどもをみてもらえる親族や知人の有無 

（単位：％）   

区分 

回
答
者
数

件

日
常
的
に
祖
父
母
な

ど
の
親
族
に
み
て
も

ら
え
る

緊
急
時
も
し
く
は
用

事
の
と
き
に
は
祖
父

母
な
ど
の
親
族
に
み

て
も
ら
え
る

日
常
的
に
こ
ど
も
を

み
て
も
ら
え
る
友

人

知
人
が
い
る

緊
急
時
も
し
く
は
用

事
の
と
き
に
は
こ
ど

も
を
み
て
も
ら
え
る

友
人

知
人
が
い
る

だ
れ
も
い
な
い

全体 1,472 19.3 56.8 2.4 13.2 22.5

祖父母と同居 112 66.1 40.2 3.6 10.7 -

祖父母と近居（市内） 485 30.5 71.8 2.1 11.8 4.7

祖父母と近居（市外） 235 16.6 77.9 2.6 12.8 8.9

いずれもいない 606 3.0 40.4 2.1 15.0 45.2

３ 放課後の過ごし方 

① 放課後児童クラブの利用状況 

平成３０年度以降、市内の小学校児童数が３０，０００人前後と横ばいで推移する中、

放課後児童クラブの設置室数は増加しており、令和６年５月現在、小学校●校（全校）に

●室が設置されています。 

小学校と放課後児童クラブの概況（各年５月１日現在） 

年次 小学校児童 
放課後児童クラブ 

利用児童数 
利用割合 設置室数 

令和２年度 29,857 人 5,506 人 18.4％ 130 室

令和３年度 29,630 人 5,206 人 17.6％ 129 室

令和４年度 29,301 人 5,354 人 18.3％ 135 室

令和５年度 29,677 人 5,873 人 19.8％ 145 室

令和６年度 

資料：川口市資料 

作成中 
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② 放課後の時間を過ごさせたい場所の希望 

【就学前】（５歳）の小学校入学後の「放課後の時間を過ごさせたい場所」の希望は、低

学年では、放課後児童クラブ、自宅が高くなってます。高学年では、自宅、習い事が高く

なってます。 

【就学前】（５歳）の小学校入学後に放課後の時間を過ごさせたい場所の希望 

47.0

4.4

39.3

4.4

53.0

0.5

24.6

4.4

48.1

4.9

39.3

4.4

30.1

0.5

22.4

26.8

0 10 20 30 40 50 60

自宅

祖父母宅や友人、知人宅

習い事（ピアノ教室、

サッカークラブ、学習塾など）

児童センター、こども館

放課後児童クラブ

ファミリー・サポート・センター

その他（公園、放課後子供教室など）

無回答

（単位：％）

低学年の希望

高学年の希望

回答者数 = 1,472 
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【小学生】で放課後を過ごす場所を選ぶときに重視する点は、「安全性」の割合が７８．

３％と最も高く、次いで「自宅や学校からの近さ」、「利用料金」等を挙げています。 

【小学生】放課後を過ごす場所を選ぶときに重視する点 

78.3

63.1

24.2

9.1

10.6

5.7

10.2

9.1

20.8

0.6

0.6

11.8

5.0

0.8

8.7

0 20 40 60 80

安全性

自宅や学校からの近さ

利用料金

遊びの支援など活動の内容

職員体制（人数、経験）

施設の清潔さ

学習できる環境

スポーツができる環境

校庭など外での遊びや運動

行事の充実

地域との交流

親の負担度（親が関わる程度）

預かってくれる時間の長さ

その他

無回答

（単位：％）
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４ 子育てと就労の両立 

① 人口動態、合計特殊出生率、女性の労働力率 

社会動態（転入・転出）は、令和３年を除いて転入数が転出数を上回っており、“社会増”

となっています。 

自然動態（出生・死亡）をみると、出生数が緩やかに減少する一方、死亡数は増加して

います。そのため、令和元年以降“自然減”となっています。 

社会動態の推移

自然動態の推移

資料：住民基本台帳人口（各年１月～12 月） 

34,385 32,933 31,294 32,405 34,584 

-30,364 -31,458 -31,304 -30,881 -30,528 

4,021 1,475 -10 1,524 
4,056 

-40,000

-30,000

-20,000

-10,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

（単位：人）

転入 転出 社会増減

4,706 4,487 4,045 3,950 3,933 

-5,460 -5,694 -5,863 
-6,304 -6,389 

-754 -1,207 
-1,818 

-2,354 -2,456 

-8,000

-6,000

-4,000

-2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

（単位：人）

出生 死亡 自然増減
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近年の「合計特殊出生率」をみると、令和２年は本市が埼玉県を上回ったものの、それ

以外は本市が国・県を下回る状況が続いています。 

合計特殊出生率の推移 

資料：埼玉県の人口動態概況 

女性の労働力率（年齢人口に占める労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合）は、結

婚や出産期にあたる年齢に低下し、育児が落ち着いた時期に再び上昇する傾向が全国的に

みられます。 

本市の女性の労働力率をみると、３０～３４歳以外では令和２年が平成２７年を下回っ

ています。また、令和２年の数値を県と比較すると、すべての年齢で本市の数値が埼玉県

を下回っており、特に２５～２９歳で３．５％と大きく下回っています。 

女性の労働力率の推移 

資料：国勢調査 

1.13 

1.29 

0.98 0.97 

0.95 

1.36 
1.33 

1.30 
1.26 

1.20 
1.27 1.27 

1.22 
1.17 

1.14 

0.90

1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

川口市 全国 埼玉県

59.9

66.8

59.9

60.3

65.3

68.5

59.3

65.8

60.3

59.7

64.3

68.1

61.0

69.3

63.0 62.6

66.8

69.9

55.0

60.0

65.0

70.0

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

（単位：％）

平成27年・川口市 令和２年・川口市 令和２年・埼玉県
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② 母親の就労状況・意向、育児休業の取得 

【就学前】の母親の就労状況は、「フルタイムで働いていて産休、育休、介護休業中では

ない」が２８．７％と、最も高くなっています。 

【就学前】母親の働く状況 

【就学前】の働いていない母親の７６．１％は就労希望を持っています。 

そのうち、１年以内の就労希望は３２．８％となっています。１年以内の就労希望の形

態は「パート、アルバイトなど」や「扶養の範囲内」を希望する割合が高くなっています。 

【就学前】働いていない母親の就労希望 

28.7

18.0

18.2

2.4

23.7

1.0

8.0

0 10 20 30 40

フルタイムで働いていて産休、育休、

介護休業中ではない

フルタイムで働いていて産休、育休、

介護休業中である

パート、アルバイトなどで働いていて産休、

育休、介護休業中ではない

パート、アルバイトなどで働いていて産休、

育休、介護休業中である

以前は働いていたが、今は働いていない

これまで働いたことがない

無回答

（単位：％）回答者数 = 1,470 

17.9

43.3

3.9

15.4

13.5

6.1

0 10 20 30 40 50

子育てや家事などに専念したい

（働く予定はない）

１年より先、末子が何歳になったころに

働きたい

１年以内に、フルタイムで働きたい

１年以内に、パートタイム、アルバイトなど

（「フルタイム以外」）で働きたい

１年以内に、扶養の範囲内で働きたい

無回答

（単位：％）回答者数 = 363 

就労希望

１年以内の就労希望
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【就学前】の母親の「育児休業を取得した」は５８．７％と最も高くなっています。 

【就学前】母親の育児休業の取得状況 

【就学前】の育児休業中の母親では、こどもが１歳になった時に必ず預けられる施設が

あれば「１歳になるまで育児休業を取得したい」が８６．７％と高くなっています。 

【就学前】育児休業期間の希望 

58.7

5.9

14.5

18.7

2.0

0 10 20 30 40 50 60

育児休業を取得した

取得していない

働いていなかった

（妊娠、出産を機に退職した）

働いていなかった

無回答

（単位：％）回答者数 = 1,430 

86.7

12.5

0.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

１歳になるまで育児休業を取得したい

１歳になる前に復帰したい

無回答

（単位：％）回答者数 = 120 
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③ 父親の就労状況・意向、育児休業の取得 

【就学前】の父親の就労状況は、「フルタイムで働いていて産休、育休、介護休業中では

ない」が７９．１％と、最も高くなっています。 

【就学前】父親の働く状況 

【就学前】働いていない父親の就労希望 

79.1

1.5

1.7

0.2

0.8

0.0

16.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

フルタイムで働いていて産休、育休、

介護休業中ではない

フルタイムで働いていて産休、育休、

介護休業中である

パート、アルバイトなどで働いていて産休、

育休、介護休業中ではない

パート、アルバイトなどで働いていて産休、

育休、介護休業中である

以前は働いていたが、今は働いていない

これまで働いたことがない

無回答

（単位：％）回答者数 = 1,430 

9.1

9.1

18.2

18.2

18.2

27.3

0 10 20 30 40 50

子育てや家事などに専念したい

（働く予定はない）

１年より先、末子が何歳になったころに

働きたい

１年以内に、フルタイムで働きたい

１年以内に、パートタイム、アルバイトなど

（「フルタイム以外」）で働きたい

１年以内に、扶養の範囲内で働きたい

無回答

（単位：％）回答者数 = 11 

就労希望

１年以内の就労希望
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【就学前】の父親の「育児休業を取得した」は１７．８％となっています。 

【就学前】父親の育児休業の取得状況 

【就学前】育児休業期間の希望 

17.8

76.0

0.5

0.6

5.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

育児休業を取得した

取得していない

働いていなかった

（妊娠、出産を機に退職した）

働いていなかった

無回答

（単位：％）回答者数 = 1,472 

50.0

50.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70

１歳になるまで育児休業を取得したい

１歳になる前に復帰したい

無回答

（単位：％）回答者数 = 8 
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５ 子育て環境 

① 子育ての楽しさ、子育て環境への期待 

子育ての楽しさ（５点満点）について、【就学前】は「５」が最も多く３８．０％、【小

学生】は「４」が最も多く３８．８％となっています。 

【就学前】【小学生】子育ての楽しさ 

② 相談先、情報入手方法 

市のこどもに関する情報入手方法の希望は、【就学前】、【小学生】ともに「利用している

幼稚園、保育所、学校」が最も高くなっています。【就学前】では「ＳＮＳ」、【小学生】で

は「市の広報やパンフレット」も上位に挙がっています。 

【就学前】【小学生】情報入手方法の希望 

1.0

5.3

16.8

35.2
38.0

1.7
4.6

22.9

38.8

29.7

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

１（辛い） ２（やや辛い） ３（ふつう） ４（やや楽しい） ５（楽しい）

（単位：％）

就学前（回答者数 = 1,472） 小学生（回答者数 = 1,553）

36.3

30.0

15.8

6.0

11.3

50.7

15.1

37.3

1.8

43.5

27.6

10.2

4.5

5.2

50.0

15.6

31.9

1.9

0 10 20 30 40 50 60

市の広報やパンフレット

川口市ホームページ

川口市子育てガイドブック

市役所の窓口

地域子育て支援事業（子育てサポートプラザ、

子育てひろばポッポ、児童センターなど）

利用している幼稚園、保育所、学校

家族や知人からの情報

SNS

その他

（単位：％）

就学前（回答者数 = 1,472）

小学生（回答者数 = 1,553）
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【就学前】【小学生】ともに「児童虐待を受けたと思われる児童を発見した人は、速やか

に通告する義務があること」の認知度が７割以上となっている一方、「虐待に関する相談窓

口」の認知度は３割半ばです。また、「具体的な通告先」の認知度は【就学前】【小学生】

ともに２割程度にとどまっています。 

【就学前】【小学生】児童虐待について知っていること 

75.6

22.7

52.7

37.4

0.7

11.1

76.4

22.9

56.0

37.5

0.4

10.1

0 20 40 60 80

児童虐待を受けたと思われる児童を発見した

人は、速やかに通告する義務があること

具体的な通告先

通告は匿名でもできること

虐待に関する相談窓口

その他

いずれも知らない

（単位：％）

就学前（回答者数 = 1,472）

小学生（回答者数 = 1,553）



23

「どんな場合でも児童虐待にあたる」と思う行動について、【就学前】【小学生】ともに

「こどもがいたずらをしたので、叩いて注意する」では３割程度、「こどもに季節や身体に

あった服を準備しない」では４～５割ですが、その他の虐待行動については「どんな場合

でも児童虐待にあたる」と思う割合が６割を超えています。 

【就学前】【小学生】児童虐待にあたると思う行動 

79.9

74.1

70.5

63.4

49.8

45.9

73.5

71.2

72.4

69.6

33.5

30.3

62.3

63.2

16.6

21.9

25.5

32.6

44.8

47.9

20.9

23.1

19.7

22.8

59.1

63.2

32.9

31.9

1.0

1.9

1.6

1.7

2.8

3.5

3.1

3.3

5.0

4.8

4.8

4.1

2.4

2.4

2.4

2.2

2.4

2.3

2.6

2.7

2.5

2.3

2.9

2.8

2.6

2.3

2.4

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前

小学生

就学前

小学生

就学前

小学生

就学前

小学生

就学前

小学生

就学前

小学生

就学前

小学生

どんな場合も児童虐待にあたる 児童虐待の場合とそうでない場合がある

児童虐待にはあたらない 無回答

１．こどもがしてはいけない
行動をとったので、外に
長時間放置する 

２．長時間、こどもを大きな
声で怒鳴る 

３．こどもに季節や身体にあ
った服を準備しない 

４．こどもの目の前で配偶者
やパートナーとけんか
し、相手に暴言、暴力を
振るう 

５．こどもが見られるような
ところに性的なメディア
や雑誌などを置いておく 

６．こどもがいたずらをした
ので、叩いて注意する 

７．こどもの言動に全く注意
や関心を払わない 
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６ 人口などの状況 

① 年齢３区分別人口の推移 

本市の人口推移をみると、総人口は横ばいで推移しており、令和６年４月１日現在で６

０７，２７９人です。また、年齢３区分別人口構成の推移をみると、年少人口（０～１４

歳）は年々減少しているのに対し、生産年齢人口（１５～６４歳）、老年人口（６５歳以上）

は増加傾向にあります。 

年齢３区分別人口の推移 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 

② こどもの人口の推移 

本市のこどもの人口は、令和６年４月１日現在で１７０，４５１人です。年齢階級別に

みると、０歳～５歳、６歳～１１歳人口は年々減少しています。 

こどもの人口の推移 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在）

29,657 28,181 26,808 25,730 24,881 

30,832 30,494 30,142 29,800 29,550 

15,527 15,558 15,446 15,526 15,468 

15,730 15,333 15,566 15,459 15,618 

84,408 84,777 83,226 83,651 84,934 

176,154 174,343 171,188 170,166 170,451 

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

（単位：人）

０～５歳 ６～11歳 12～14歳 15～17歳 18～29歳

76,016 74,233 72,396 71,056 69,899 

393,432 394,216 393,358 394,702 398,188 

138,942 139,301 139,313 139,136 139,192 

608,390 607,750 605,067 604,894 607,279 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

（単位：人）

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）
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③ 要保護及び準要保護児童数（小学生）の推移 

本市の小学生における要保護及び準要保護児童数は減少傾向にあり、令和５年度で要保

護児童数は４０人、準要保護児童数は、３，９７８人、援助率は１３．８８％となってい

ます。 

要保護及び準要保護児童数（小学生）の推移 

資料：川口市資料 

④ 要保護及び準要保護生徒数（中学生）の推移 

本市の中学生における要保護及び準要保護生徒数は減少傾向にあり、令和５年度で要保

護生徒数は５１人、準要保護生徒数は、２，１６５人、援助率は１６．０６％となってい

ます。 

要保護及び準要保護生徒数（中学生）の推移 

資料：川口市資料

4,189 4,205 4,255 4,054 3,978 

64 0 53 
51 40 

4,253 4,205 4,308 
4,105 4,018 

14.24 14.08 14.54 
14.01 13.88 

0.0

5.0

10.0

15.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

（単位：％）（単位：人）

準要保護児童数 要保護児童数 援助率

2,314 2,364 2,337 2,185 2,165 

79 0 53 
52 51 

2,393 2,364 2,390 
2,237 2,216 

17.32 17.16 17.27 
16.26 16.06 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

（単位：％）（単位：人）

準要保護生徒数 要保護生徒数 援助率
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⑤ 不登校児童・生徒数の推移 

本市の不登校児童・生徒数は年々増加傾向にあり、令和５年度で小学生が５７５人、中

学生は１，０２７人となっています。 

不登校児童・生徒数の推移 

資料：川口市資料 

⑥ 年齢別未婚率の状況 

本市の年齢別未婚率の推移をみると、概ね国や埼玉県と同様の傾向であり、晩婚化が進

んでいます。 

年齢別未婚率の推移（令和２年） 

資料：国勢調査 

220 233 255 
352 

575 587 557 
668 

825 

1,027 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

（単位：人）

小学生 中学生

99.7

93.6
68.3

41.3

29.6
25.2 24.2

99.7

94.6

69.2

42.3

29.8

25.2 23.8

99.7

93.8

67.7

41.3

29.1
24.2 22.4

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

（単位：％）

川口市 埼玉県 国
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第３章 計画の基本的な考え方

１ 基本理念 

「こども大綱」では、「全てのこども・若者が、日本国憲法、こども基本法及びこどもの

権利条約の精神にのっとり、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人としてひ

としく健やかに成長することができ、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、ひ

としくその権利の擁護が図られ、身体的・精神的・社会的に将来にわたって幸せな状態（ウ

ェルビーイング）で生活を送ることができる社会」を「こどもまんなか社会」とし、これ

を目指しています。 

本計画では、第２期計画の基本理念である「みまもる目 つながる手 子どもとともに

育つまち かわぐち」を引き継ぐとともに、こどもの意見聴取で出された意見、国の「こ

ども大綱」、本市のこどもに関する基本条例である「川口市子どもの健やかな成長のための

支援に関する条例」の方針等を踏まえ、「みまもる目 つながる手 こどもが笑顔で健やか

に成長できるまち かわぐち」を基本理念とします。 

【 基 本 理 念 】 

みまもる目 つながる手 こどもが笑顔で 

健やかに成長できるまち かわぐち 
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２ 基本目標 

（１）すべてのこどもの幸せにつながる支援を行います 

すべてのこどもの幸せに向け、ライフステージに応じてこどもの教育や保育を充実させ

るとともに、安心して出産や子育てができるよう、妊娠期からの切れ目のない支援に取り

組みます。また、こどもの自主性・社会性の育成やこどもの居場所づくり、困難を抱える

若者への支援など、こどもの健やかな成長と発達を総合的に支援します。 

（２）子育て・子育ちを支援します 

こどもの貧困解消対策や児童虐待防止対策を推進しつつ、障害や発達の特性があるこど

もなど、配慮が必要なこどもや保護者を対象に、関係機関等が連携を図りながら、それぞ

れの特性に合わせて、支援の充実を図ります。 

さらに、安全な道路交通環境や防犯対策など、安心して子育て・子育ちできるまちづく

りに取り組みます。こどもは、未来を担う存在でありながら、今を生きる主体でもありま

す。こどもの権利を尊重し、適切な情報と知識を提供して自己決定を支援します。 

（３）保護者が安心して子育てができる環境を確保します 

安心して仕事と子育てを両立できる環境づくりのため、ワーク・ライフ・バランスの理

解や促進に努め、仕事と子育てを両立するための環境づくりや、男女共同参画による子育

てを促進し、保護者が安心して子育てができる環境を整備します。 

また、保護者の子育てにおける不安や悩みに対する相談支援や情報提供の充実、ひとり

親家庭への支援の充実を図ります。 
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３ 計画の体系 

［ 基本理念 ］ ［ 基本施策 ］ ［ 基本目標 ］ 

み
ま
も
る
目

つ
な
が
る
手

こ
ど
も
が
笑
顔
で
健
や
か
に
成
長
で
き
る
ま
ち

か
わ
ぐ
ち

１ すべての 
こどもの幸せに 
つながる支援を 
行います

妊
娠
期
か
ら
幼
児
期
ま
で

２ 子育て・子育ちを 
支援します

３ 保護者が安心して 
子育てができる 
環境を確保します

学
童
期
・
思
春
期

青
年
期

（３）子育てと就労を安心して両立できる 
保育環境の充実

（１）切れ目のない母子の保健・医療の確保

（２）親子の居場所や相談支援の充実

（１）教育環境の充実

（２）豊かな心と体づくり

（１）こどもの権利の保障

（３）安心して学ぶことのできる環境づくり 

（１）若者の修学・就職支援

（２）結婚、妊娠・出産等を希望する若者への
支援

（４）障害や発達の特性があるこどもの支援の
充実

（５）児童虐待の未然防止、早期発見、支援

（１）妊娠から出産、子育ての経済的負担の 
軽減

（２）地域における子育て支援の充実

（３）こどもの貧困の解消に向けた対策の推進

（２）多様なこどもの居場所の確保

（３）多様な働き方と子育ての両立支援

（６）こどもが健やかに過ごせる体制づくり

（４）ひとり親家庭への支援

（７）こどもが安心して外出できる環境づくり
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第４章 総合的な施策の展開

１ すべてのこどもの幸せにつながる支援を行います 

（妊娠期から幼児期まで） 

（１）切れ目のない母子の保健・医療の確保 

【 現状・課題 】 

本市では、出産前からこどもと保護者の健康を継続的に支える体制を強化しました。 

アンケート調査では、妊娠、出産、乳幼児健診などの母子保健対策の充実を求める人も

おり、こどもや母親の健康の確保においては、健康診査や相談の利用促進、情報提供の充

実など、生まれる前から乳幼児期まで切れ目ない継続的な支援が必要です。また、産後ケ

ア事業の提供体制の確保や養育者のメンタルヘルスに係る取組を進めるなど、産前産後の

支援の充実と体制強化が必要です。

【 方向性 】 

健康診査、健康相談等の母子保健事業をきめ細かく実施することにより、相談できる環

境整備を進めるとともに、適切な育児情報を提供し、育児不安の軽減を図ります。また、

支援が必要な家庭を早期に把握し、関係機関との連携を強化しながら、専門的な相談につ

なぐことで、子育て家庭が自信とゆとりを持って子育てができるよう努めます。 

【 成果指標 】 

指標名 現状 
目標 

（令和１１年度） 
担当課 

産後ケア事業の利用率 １３．７％ 前年度を上回る 地域保健センター 
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【 取組 】 

事業名 内容 担当課 

母子健康手帳等交
付 

妊娠を届け出た妊婦を対象に、妊娠中の健康維持、安
全な出産、生まれたこどもの健康診査や予防接種等の
状況管理のため、母子健康手帳の交付を行います。ま
た、「妊産婦にやさしい環境づくり」の推進の一環と
してマタニティキーホルダーを全妊婦に配布します。
妊娠初期から保健師等が妊娠・出産・育児などに関す
る相談に応じることができるようにこども家庭セン
ター（地域保健センター、各保健ステーション）で実
施しています。 

地域保健センター 

マタニティママの
歯と口の健康教室
（妊婦歯科健康診
査事業） 

妊婦が自らの口腔内の状態を知り、知識を得て技術を
身につけることで妊娠中の口腔内の変化によって起
こる疾患を予防し、さらに、家族の生涯を通じた口腔
内の健康づくりをすすめます。 

地域保健センター 

入院助産事業 

経済的理由で、病院や助産所での出産が困難な妊産婦
の方を対象に、指定の助産施設で助産を受けることが
できる事業です。なお、所得に応じた費用負担があり
ます。 

子育て相談課 

産後ケア事業 
出産後１年未満の母子に対して、宿泊型、通所型、居
宅訪問型（早期型・一般型）の心身のケアや育児のサ
ポートを行います。 

地域保健センター 

妊婦健康診査・新生
児聴覚スクリーニ
ング検査・産婦健康
診査 

母子健康手帳交付時に、妊婦健康診査助成券、ＨＩＶ
抗体検査助成券、子宮頸がん検診助成券、ＨＴＬＶ－
１抗体検査助成券、性器クラミジア検査助成券、新生
児聴覚スクリーニング検査助成券、産婦健康診査助成
券を交付します。 

健康増進課 

３・４か月児健康診
査 

３・４か月の乳児とその保護者を対象に、発育・発達
の把握と疾病・異常の早期発見、保護者に対する育児
指導を行うため、委託医療機関において問診、身体計
測、診察等を実施します。 

健康増進課 

１０か月児健康診
査 

生後１０か月～１歳未満の乳児とその保護者を対象
に、発育・発達の把握と疾病・異常の早期発見、保護
者に対する育児指導を行うため、委託医療機関におい
て問診、身体計測、診察等を実施します。 

健康増進課 

１歳６か月児健康
診査 

１歳６か月～２歳未満の幼児を対象に、発育・発達の
把握と疾病・異常の早期発見、保護者に対する育児指
導を行うため、委託医療機関において問診、身体計測、
診察等を実施します。 

健康増進課 

１歳６か月児歯科
健康診査・フッ化物
塗布 

１歳６か月～２歳未満の幼児とその保護者を対象に、
歯の健康状態を把握し、虫歯（う蝕）を予防・進行阻
止するため、委託医療機関において歯科健康診査を実
施します。また、１歳６か月から３歳になる前日まで
の間にフッ化物塗布を実施します。 

健康増進課 

３歳児健康診査 

３歳６か月～４歳未満の幼児とその保護者を対象に、
毎月問診、身体測定、内科及び歯科健康診査を実施し、
発育・発達の評価と疾病・異常の早期発見を図ります。 
また、保護者に対して、虫歯予防、発育・発達、栄養、
生活習慣等、育児に関する指導を行います。 

健康増進課 
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事業名 内容 担当課 

予防接種 
予防接種法に基づき、感染予防及び病気のまん延防止
を目的に定期予防接種を実施します。また、おたふく
かぜの任意予防接種費用の一部を助成します。 

健康増進課 
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「こどもの休日・夜間における急病時には…」 

かかりつけ医の診療時間終了後にこどもの

体調が悪化した際、救急車を呼ぶべきかどう

か悩んだり、どう対処すればいいのか混乱し

てしまったりすることもあると思います。 

市では、日曜・祝日・年末年始の日中に急

な病気やけがを負った際に、大人もこどもも

受診できるよう、市内の医療機関にご協力い 

ただき、「日曜・祝日当番医」として当番制での診療を実施しています。 

また、かかりつけ医の診察終了後の時間で、こどもの急病時に受診できるよう、

「こども夜間救急診療所」の運営をしています。こども夜間救急診療所は、３６

５日年中無休で夕方から夜まで開所し、こどもの急な発熱や腹痛などの内科症状

に対して、応急的診療を行っています。 

さらに、こども夜間救急診療所の診療時間終了後には、「小児夜間救急診療当番

医」として、市内の医療機関にご協力いただき、翌日の朝８時までの診療を当番

制にて行っています。 

救急医療は現在、救急車の必要がない軽症者への出動回数が増加し、ひっ迫し

た状況にあります。小児救急医療においても、先生やスタッフの方々は、長時間

の勤務に心身ともに疲弊しています。その結果、本当に救急車や小児救急医療を

必要としている人々が、医療資源を利用できない現状があります。 

このような状況を解消できるよう、こどもの急病時の受診目安や、対処方法な

どが学べる講座を、公民館などで開催しています。 

また、埼玉県では、大人・こどもの急な病気やけがの際に、救急車を呼ぶべき

かどうかなどを電話で相談できる「埼玉県救急電話相談(＃７１１９)」や、イン

ターネットで簡単に相談できる「埼玉県ＡＩ救急相談」などの取り組みを実施し

ています。 

これからも市では、救急医療が適正に利用され、皆様が必要な時に活用・受診

できるようにすることで、こどもが急な病気やけがに見舞われても安心して過ご

せるようなまちづくりに取り組んでいきます。 

日曜・祝日当番医の当番病院や、こども夜間救急診療所の詳細、小児夜間救急

診療当番医の当番表などは、広報かわぐちの裏表紙や、市ＨＰをご確認ください。 



34 

（２）親子の居場所や相談支援の充実 

【 現状・課題 】 

本市では、関係団体と協力して、親子で過ごすことができる居場所の充実を図りました。 

今後、困難を抱える家庭の状況を行政が把握するためには、公的機関が困難を抱える家

庭と関わりを持つことがより必要となります。公的機関への相談が容易かつ気軽に行うこ

とができるよう、関係団体と連携しながら取り組みを進める必要があります。 

【 方向性 】 

こどもが生まれ育つ基本的な場である家庭において、こどもが安心してゆとりある生活

を送ることができるよう、妊娠期から子育て期の母子保健及び育児に関する相談支援及び

親子の居場所の充実に努めます。 

【 成果指標 】 

指標名 現状 
目標 

（令和１１年度） 
担当課 

乳児家庭全戸訪問事業（新生
児訪問）実施率 

９５．４％ １００％ 地域保健センター 

【 取組 】 

事業名 内容 担当課 

こども家庭センタ
ー 

母子保健機能及び児童福祉機能の一体的な運営を通
じて、妊産婦及び乳幼児の健康の保持・増進並びに、
こどもと子育て家庭（妊産婦を含む）の福祉に関する
包括的な支援を、切れ目なく提供します。 

子育て相談課 

地域保健センター 

妊婦等包括相談支
援事業 

孤立感、不安感を抱く妊婦・子育て家庭を支援するた
め、経済的支援と併せ、妊娠中から妊産婦に寄り添い、
出産・子育て期まで一貫して身近で相談に応じ、必要
な支援につなぐ伴走型相談支援の推進を図ります。 

地域保健センター 

地域子育て支援拠
点事業 

地域における子育て家庭を対象として、子育てについ
ての相談、情報提供、助言等を行うことや、交流の場
の提供を通じて、子育て支援機能の充実を図り、子育
ての不安感等を緩和し、こどもたちの健やかな育ちの
促進を支援します。 

子育て支援課 

保育幼稚園課 

青少年対策室 

おやこの遊びひろ
ば事業 

地域のコミュニティの拠点である公民館等に保育士
を配置し、保護者との交流等を通し、子育ての不安解
消に努め、こどもの健全な育成を図ります。 
身近な場所に子育て支援の場を提供し、子育ての相談
については、必要に応じ、関係機関との協力・連携を
図ります。 

子育て支援課 
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事業名 内容 担当課 

ウェルカム 
Ｂａｂｙ教室 

妊娠４～８か月の妊婦とその夫（パートナー）を対象
に、妊娠・出産・育児についての正しい知識の普及及
び赤ちゃんの沐浴実習等の体験を通して、安心して出
産・育児ができるよう毎月開催します。参加者同士の
交流を通して仲間づくりを促し、地域での子育てが孤
立しないよう支援します。 

地域保健センター 

乳児家庭全戸訪問
事業 

妊産婦・新生児訪問指導事業で生後４か月までの乳児
のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情
報提供や養育環境等の把握を行います。 

地域保健センター 

母子訪問指導 
妊娠・出産・育児、またこどもの心身の発達について
支援が必要な家庭を対象に保健師等が訪問指導を行
います。 

地域保健センター 

離乳食講習会 
生後３～５か月児とその保護者を対象に離乳期に必
要な栄養の知識を普及し、乳児の心身の健全な発達を
促すとともに保護者の育児不安の解消を図ります。 

地域保健センター 

幼児食講習会 

１歳～１歳６か月児とその保護者を対象に、離乳完了
期に必要な栄養の知識を普及し、幼児の心身の健全な
発達を促すとともに保護者の育児不安の解消を図り
ます。 

地域保健センター 

幼児相談 

幼児の保護者に対し、こどもの成長発達に伴う様々な
不安に適切な保健指導を行うことで、こどもの身体
的・精神的及び社会的な成長発達を促し、育児不安の
解消を図ります。 

地域保健センター 

育児教室 

乳幼児をもつ保護者を対象に実施し、こどもの発育発
達や生活リズム等の知識及び交流の場を提供するこ
とで、育児不安を軽減します。対象者が参加しやすい
よう、地域保健センターや公民館等で開催します。 

地域保健センター 

食育教室 

就学前年度の幼児（５～６歳）とその保護者を対象に、
食べ物に関心を持たせ、食に対する興味を深くし、こ
どもが健やかに育つように食を通じた教育を行いま
す。 

地域保健センター 
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これまでの子ども家庭総合支援拠点と子育て世代包括支援センターの機能は維

持した上で、全ての妊産婦、子育て世帯、こどもへ一体的に相談支援を行うため、

令和６年４月から「こども家庭センター」の運営を開始しました。これにより、両

機能の連携・協働を深め、虐待への予防的な対応から個々の家庭に応じた支援の

切れ目ない対応など、相談支援体制の強化が図られています。また、支援を必要と

するかたについては、必要に応じて「サポートプラン」を作成し、支援事業などに

つないでいます。 

併せて、令和７年度から、妊産婦、子育て世帯、こどもが気軽に相談できる地域

の身近な相談機関として、「地域子育て相談機関」の運営を利用者支援事業所にお

いて開始し、こども家庭センターと連携しながらこどもに関係する相談支援を行

います。 

こども家庭センター 

子ども家庭総合支援拠点

例えば 

・こどもへの関わり方で悩んでいる 

・保育園、幼稚園や学校などの集団生活

で困っている 

・さまざまな事情でこどもを養育するこ

とが難しい

子育て世代包括支援センター 

例えば 

・妊娠期の過ごし方や体調管理を知り

たい 

・赤ちゃんと生活する準備や方法がわ

からない 

・何をしても赤ちゃんが泣き止まない 

一体的に支援

必要な支援事業などにつなぐ 

保育所等・一時預かり 子育て世帯訪問支援事業 

産後ケア事業 病児保育事業 ショートステイ事業 

地域子育て相談機関 
（利用者支援事業所）

川口市こども家庭センター 
（子育て相談課、地域保健センター、各地区の保健ステーション）
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（３）子育てと就労を安心して両立できる保育環境の充実 

【 現状・課題 】 

本市では、教育・保育施設の整備を進めるとともに、より質の高い教育・保育を提供で

きるよう取り組みを進めました。 

アンケート調査では、教育・保育事業の利用状況について「利用している」が６９．１％

となっており、平成３０年度の調査結果と比較すると、７．８％増加しています。利用す

る教育・保育事業としては、認可保育所が５０．１％と最も高く、平成３０年の調査結果

と比較すると、認可保育所は８．５％増加しています。 

また、母親の現在の就労状況については、「フルタイムで就労しており、産休・育休・介

護休業中ではない」が２８．７％と最も高く 、平成３０年度の調査結果と比較すると、フ

ルタイムで就労するかたが増加しており、保育所のニーズが今後も高い状態が続くことが

考えられます。 

就労形態や就労時間が多様化している状況を踏まえ、引き続き保護者の多様な教育・保

育ニーズに対応していくことが必要です。 

【 方向性 】 

保護者の就労状況等に関わらず、全てのこどもが質の高い教育・保育を受けることがで

きるよう、引き続き教育・保育環境の充実に取り組んでいきます。また、多様化する保護

者のニーズに対応できるよう、事業を進めていきます。 

【 成果指標 】 

指標名 現状 
目標 

（令和１１年度） 
担当課 

保育所等の待機児童数 １０人 ０人 

子ども総務課 

保育運営課 

保育幼稚園課 

【 取組 】 

事業名 内容 担当課 

延長保育事業 
通常保育時間帯を超えて保育を必要とするこどもの
保育を行います。 

保育運営課 

保育幼稚園課 

一時預かり事業（幼
稚園型）・預かり事
業 

就労等により家庭でこどもを保育できないが、幼稚園
等を希望する保護者に対し、教育時間以降もこどもを
預かります。 

保育幼稚園課 

一時預かり事業（保
育所） 

保護者の就労、病気、冠婚葬祭、育児疲れ等の事情に
より、家庭での保育が一時的に困難となった小学校就
学前のこどもを預かり、保育を行います。 

保育運営課 

保育幼稚園課 
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事業名 内容 担当課 

乳児等通園支援事
業 

保育所等に通園していない０歳６か月～２歳児を対
象に保育所等にて月一定時間までの利用可能枠の中
で一時的な預かりを行います。 

保育幼稚園課 

保育士研修 
安全・安心な保育を実施するため、保育所等の職員と
して必要な知識及び技術を習得し、人材の育成と資質
の向上を図ります。 

保育運営課 

保育所等保育支援
指導 

保育の質の向上及び事故防止を目的に、保育士が日常
の保育を確認し、必要に応じて指導や助言を行いま
す。 

保育運営課 

保育所における食
育の推進 

こどもたちの発育・発達に必要な栄養を考慮した献立
を作成し、給食を提供します。展示食を行う等、情報
提供に努めています。日々の給食を通して、バランス
の良い食習慣を身に付けさせます。給食において、季
節ごとの旬の食材を取り入れ、食物への興味関心を高
めるようにします。 

保育運営課 

認可外保育施設立
入調査 

認可外保育施設の指導監督として、児童福祉法に基づ
く調査に加え、事故が発生しやすい午睡等の保育を確
認するため、抜き打ち調査を行い、必要に応じて指導
や助言を行います。 

保育運営課 

公設保育所の環境
改善事業 

市内公設保育所において、空調、遊具、防犯対策設備
の設置やバリアフリー改修、トイレの洋式化などの施
設の環境改善を推進するものです。 

保育運営課 

ファミリー・サポー
ト・センター事業 

住民参加による助け合いの会員制度として、生後６か
月から小学校６年生までの子育て中の保護者に対す
るこどもの預かり等の相互援助活動の推進を図りま
す。 

子育て支援課 

病児・病後児保育事
業 

こどもが病気になった時、集団保育もしくは自宅での
保育が困難な場合、医師の許可の下に専門の施設でこ
どもを預かります。市内に居住している生後８週～小
学校６年生までのこどもが対象です。 

子育て支援課 

緊急サポートセン
ター事業 

病気または病気の回復期や、早朝・夜間等の緊急時の
預かり、宿泊を伴う預かり等の援助を希望する人と、
子育ての援助を行える保育士等の相互の紹介を行う、
住民参加による有償、有料の相互援助活動です。 

子育て支援課 

こどものショート
ステイ事業 

保護者の疾病等、やむを得ない理由により、家庭にお
いてこどもの養育が一時的に困難となった場合に、児
童福祉施設等で宿泊を伴う養育を行います。 

子育て相談課 

こどものトワイラ
イトステイ事業 

就業等により保護者の帰宅が遅くなり、こどもの夜間
の養育が困難となった場合に、児童福祉施設等で夜間
の養育を行います。 

子育て相談課 
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公設公営保育所（以下「公立保育所」という。）の再構築や、新たな役割につい

ての基本的な考え方を整理するとともに、地域の子育て支援や民間保育所等との

連携強化など、本市の保育施設のさらなる推進を図るとことを目的として「公立

保育所のあり方に関する基本方針」を令和３年３月に策定し、公立保育所の新た

な役割として、①「子育て支援拠点としての役割」、②「セーフティネット機能の

役割」、③「保育需要の弾力的受け皿としての役割」、④「保育の質の充実に向けた

地域の中心的役割」を位置づけ取り組んでいます。 

具体的な取組状況として、令和６年４月より３施設において医療的ケア児の受

入を開始し、多様化する障害児保育の環境整備の拡充を図りました。また、令和７

年４月から原則４、５歳児の利用定員を３歳児の利用定員に合わせるなど、本市

の保育需要を鑑み、定員調整を行いました。 

今後につきましては、公立保育所の役割強化を図るとともに、基幹型保育所の

整備、再編統合や民間活力の導入など、公立保育所の再構築を進めるほか、川口市

公共施設等総合管理計画の個別施設計画に基づいた施設の更新、改修等を計画的

に進め、バリアフリー化など保育環境の改善を図りながら、こどもの安全・安心の

ための施設改善に努めます。 

公立保育所のあり方に関する基本方針
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（学童期・思春期） 

（１）教育環境の充実 

【 現状・課題 】 

本市では、確かな学力と自立する力の育成を図る義務教育を充実させるべく、教育環境

の充実を図っています。 

アンケート調査では、「学校で楽しく過ごせていますか」という質問に対して、小学５年

生の８８．５％、中学２年生の８６．５％が「とても楽しい」又は「まあまあ楽しい」と

回答しています。 

今後の社会の変化を正確に予測することが困難になる中で、これからの時代を生き抜く

ためには、こどもたち一人ひとりが主体的に社会に関わり、多様な人々と協働して新たな

価値を創造し、未来を切り拓く力が重要となります。 

持続可能な社会の発展を支える人材を育てていくうえで、今まで以上に、一人ひとりの

成長に着目し、一人ひとりを確実に伸ばす教育を続けることが大切になっています。 

【 方向性 】 

学力・学習状況調査の分析などを通じて、一人ひとりの学力を確実に伸ばす学習指導を

進めます。また、特色ある学校づくりを推進するために、学校の主体的な取り組みを尊重

し、支援していく体制を引き続き整備します。 

【 成果指標 】 

指標名 現状 
目標 

（令和１１年度） 
担当課 

埼玉県学力・学習状況調査に
おいて県平均を上回る項目数 

全１４項目のうち 
１０項目 

全１４項目のうち 
１０項目 

指導課 

【 取組 】 

事業名 内容 担当課 

学力向上支援事業 
各種の学力向上支援事業を開催し、本市児童生徒の学
力向上を図ります。 

指導課 

ＧＩＧＡスクール
構想 

学習者用の１人１台端末と、高速通信ネットワークを
一体的に整備することで、全てのこどもたちの可能性
を引き出す個別最適な学びと協働的な学びを実現す
るために、国が進める教育政策です。 

庶務課 

コミュニティ・スク
ール（学校運営協議
会制度）の活用 

学校運営に地域の声を積極的に生かし、地域と一体と
なって特色ある学校づくりを進めていくものです 

学務課 

学校訪問・学力向上
訪問等の推進 

学習指導や生徒指導等、教育指導上の諸課題につい
て、学校へ適切に指導を行い、課題の解決を図ります。 

指導課 
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事業名 内容 担当課 

「主体的・対話的で
深い学び」の視点か
らの授業改善の推
進 

児童生徒が問いを持ち、発見した課題に対応するため
知識・技能を駆使して、課題解決に向けて、「主体的・
対話的で深い学び」の視点からの授業改善を推進しま
す。 

指導課 
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（２）豊かな心と体づくり 

【 現状・課題 】 

本市では、豊かな心と健やかな体の育成を図る義務教育の充実を図っています。 

健全な自尊感情を育み、自らを律しつつ、他者を思いやる心や感動する心などの豊かな

人間性を育むため、引き続き取り組みを進めます。 

また、こどもたちに基本的な生活習慣を身につけさせ、規範意識を高める必要がありま

す。アンケート調査では、朝食の摂取状況について、小中学生の８割以上が毎日食べてい

る一方、朝食を欠食しているこどももいました。社会環境や生活様式が大きく変化する中

で、生徒指導、人権教育、食育を含めた健康教育、児童生徒の体力向上などの取り組みを

進めます。 

【 方向性 】 

学校において道徳教育や人権教育、学校保健、児童生徒の体力向上の取り組みなどを引

き続き推進するとともに、学校外においてもこどもが多様な経験をすることができるよう

取り組みます。 

【 成果指標 】 

指標名 現状 
目標 

（令和１１年度） 
担当課 

将来の夢や目標を持っている
と回答した児童生徒の割合 

小学６年生 
８１．２％ 
中学３年生 
６５．９％ 

前年度を上回る 指導課 

体力テストの全国平均を上回
っている項目数の割合 

小学６年生 
８１％ 

中学３年生 
７５％ 

小学６年生 
５６％ 

中学３年生 
６８％ 

指導課 

【 取組 】 

事業名 内容 担当課 

道徳教育の充実 

道徳科の特質について理解と実際の指導に資する研
修を実施し、各学校における授業を一層充実させると
ともに、道徳教育を学校教育活動全体を通じて行える
よう、道徳教育推進教師を中心とした指導体制づくり
を推進します。 

指導課 

川口の元気夢わー
く体験事業 

生徒に豊かな人間性や社会性を育成するため、道徳的
実践の場として川口の元気夢わーく体験事業等、体験
活動の充実を図ります。 

指導課 

有害環境からこど
もを守るための取
り組みの推進 

メディア上の有害情報など、社会の有害環境から児童
生徒を守るために、各学校における情報モラル教育の
推進や家庭・警察・関係機関等と連携して、犯罪やト
ラブルの未然防止に取り組みます。 

指導課 
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事業名 内容 担当課 

人権を尊重した教
育の推進 

児童生徒の豊かな心や人権感覚を育むために、「人権
感覚育成プログラム」（埼玉県教育委員会作成）を実
践していきます。 

指導課 

学校保健の充実 
市立学校（園）に通う児童生徒の健康の保持増進と心
身の健全な発達に資するため、学校保健及び学校給食
に関する各種事業における取組の充実を図ります。 

学校保健課 

児童生徒の体力向
上の取り組み 

児童生徒が自ら進んで運動を適切に実践する習慣や、
食事、休養及び睡眠の調和のとれた生活習慣を身に付
け、積極的に心身の健康の保持増進を図っていく資
質・能力を身に付けるために、学校の教育活動全体を
通じて、保健学習と体育、運動を関連させた指導を充
実させます。 

指導課 

科学館展示装置改
修事業 

生涯にわたり科学に親しむ心を育成するため、経年劣
化し簡易な修繕では対応できない常設展示装置を計
画的に改修することにより、参加体験型施設として安
全に科学に触れる場と機会を提供します。 

科学館 

神根運動場等整備
事業 

「スポーツ・健康」「公園・緑地」「まちづくり・防災」
の３つの拠点として、（仮称）神根総合運動公園を整
備する中で、誰もがインクルーシブに利用できるこど
もの遊び広場を確保するとともに、スポーツを通じて
こどもや親同士・地域住民の交流機会を創出します。 

スポーツ課 

子ども自然体験村 

夏休みにキャンプ場で野外生活を行うことを通して、
自然や環境への理解を深めるとともに、異年齢の人た
ちとの交流により自主性や協調性、思いやりの心を育
むことを目的としています。 

青少年対策室 

通学合宿 
親元を離れ、公民館で共同生活をしながら通学するこ
とにより、家族の大切さを理解し、「生きる力」を身に
付けることを目的としています。 

青少年対策室 

親子ふれあい事業 
こどもの健やかな成長を祝福する「七つの祝い」と、
音楽を通した親子の触れ合いにより、温かい家庭環境
づくりに資する「親と子の音楽会」を開催しています。 

青少年対策室 

明るい街づくり推
進事業 

行政・関係団体の協力・連携のもと「非行防止キャン
ペーン」の実施や、青少年健全育成功労者や小・中学
生作文コンクールの表彰等を行う「明るい街づくり運
動推進大会」を開催し、青少年健全育成に対する市民
意識の向上を図ります。 

青少年対策室 
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常に新しい発見ができる川口市立科学館 

科学館は、太陽をメインテーマに置き、科学展示室・プラネタリウム・天文台の３

つの施設で構成され、宇宙や科学の楽しさを学ぶことのできる参加体験型の施設です。 

宇宙その他の科学に対する理解を深め、科学知識の普及や啓発、未来社会に対応し

た創造性豊かな青少年の育成を図ります。 

(１) 科学展示室  

科学展示室は、メインテーマ[太陽]からイメージした５

つのサブテーマ[力][光][水][大気][生命]に関する約４０

種類の参加体験型展示装置があります。自然や日常生活の

中で経験する科学を再現した装置で、あえて説明書きをつ

けず、いろいろな現象を観察して、科学の不思議さや美し

さに触れることができます。また、身近に起こる現象を科

学的な原理を交えながら考える実験ショーやものづくり教 

室等の講座の開催、小中学校・幼稚園・保育所向けに学習支援やサイエンスショーの実

施、近隣の中学・高校と連携し、科学系部活動の発表も行っており、様々なプログラム

を通じて、科学の不思議に触れる場を提供しています。 

(２) プラネタリウム  

直径２０ⅿのドームいっぱいに、自然に近い美しい星空

と迫力ある宇宙の姿を映し出します。星空等の生解説と季

節ごとに変わる番組を組み合わせた一般向け投影や、小中

学校・幼稚園・保育所向けの学習利用の投影も実施してい

ます。その他、七夕等の時季に合わせた特別投影や大人向

けの星空リラクゼーション、専門講師を招いての天文講演

会等を実施しています。 

(３) 天文台  

天文台は、主・副・太陽の３つのドームで構成されています。

主天文台の口径６５㎝反射望遠鏡は星雲・星団を、副天文台の口

径２０㎝屈折望遠鏡では太陽や月・惑星を、太陽天文台の６連式

太陽望遠鏡では太陽各層の様子や、太陽磁場の観測をしています。

実天の観測として天文台の望遠鏡を使用しての太陽観察や天文

台ガイドツアー、夜間観測会、また、小中学校理科における太陽

観測授業の他、特別な天文現象に合わせて、特別観測会を開催し

ています。太陽望遠鏡で観測した画像は、ホームページへリアル

タイムで配信され、誰でも見ることができる国内でも数少ない天

文台として活動しています。 

科学館は、令和５年２月に来館者数が２００万人を突破しました。開館から２０年

以上経過し、常設展示装置は経年劣化が激しく不具合も発生しているため、計画的に

改修を行い、今後も安全・快適に科学に触れる場と機会を提供していきます。 
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遊びの広場イメージ 

（仮称）神根総合運動公園の整備 

埼玉県の屋内５０ⅿ水泳場整備計画に併せ、築５０年を経過した川口市立北ス

ポーツセンター及び神根西公民館を含む神根運動場周辺を、多様な世代が集う健

康に資する新たなスポーツ拠点とすることを目指し、令和４年度に「神根運動場

周辺整備基本計画」を策定し、（仮称）神根総合運動公園として、一体的に整備し

ます。 

「スポーツ・健康」「公園・緑地」「まちづくり・防災」の３つの拠点として整備

する中で、イベント広場や芝生広場、誰もがインクルーシブに利用できるこども

の遊び広場などを確保するとともに、スポーツを通じてこどもや保護者同士・地

域住民の交流機会を創出します。 
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（３）安心して学ぶことのできる環境づくり 

【 現状・課題 】 

本市では、質の高い学校教育や一人ひとりの状況に応じた学校教育を推進するための環

境の充実を図っています。 

アンケート調査では、子育てをする中で、有効な支援、対策について、小学生保護者で

は「質の高い教育を受けられる環境を整備する」が２６．６％と高くなっており、中学生

保護者では３５．２％と最も高くなっています。 

そのため、学校の主体的な取り組みを尊重し、特色ある学校づくりを推進するために、

支援していく体制の整備を続けていくことが必要です。 

【 方向性 】 

全てのこどもがその意欲や能力に応じて力を発揮することができるよう、一人ひとりの

状況に応じた教育を進めます。 

また、増加する不登校、いじめの深刻化、暴力行為等の問題行動、虐待など心や生命に

関わる問題に対しては、引き続き適切な対応を行います。 

【 成果指標 】 

指標名 現状 
目標 

（令和１１年度） 
担当課 

特別支援学級設置校数 
小学校３６校 
中学校１７校 

小学校４０校 
中学校１５校 

指導課 

不登校児童生徒の割合 

小学校 
１．９９％ 
中学校 

７．４３％ 

前年度を下回る 指導課 

【 取組 】 

事業名 内容 担当課 

特別支援教育の充
実 

特別な教育的支援を必要とする児童生徒を円滑に受
け入れられるように、特別支援学級及び通級指導教室
の計画的な設置を進め、多様な学びの場を充実させま
す。 

指導課 

日本語指導教室 

日本語指導教員配置校のほか、教育研究所における日
本語初期指導教室や日本語指導支援員サポート派遣
の実施、拠点校指導による日本語指導の実施により、
日本語指導が必要な児童生徒へ指導・支援を行いま
す。 

指導課 
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事業名 内容 担当課 

ボランティア日本
語教室への支援 

市内で活動するボランティア日本語教室の会場の確
保を支援します。 
日本語教室に必要な学習教材について情報収集し、日
本語教室に無償で貸与します。 
日本語ボランティア入門講座と日本語ボランティア
レベルアップ講座を開催し、日本語ボランティアの人
材補充とレベルアップに努めます。 
ボランティア日本語教室連絡会議を定期的に開催し、
教室の資質向上に努めます。 

協働推進課 

日本語を母語とし
ない子どもと保護
者のための高校進
学相談会 

進学を希望している外国籍生徒やその保護者に対し
て、入試制度全般に関する基本的な情報提供を行うと
ともに、市内及び近隣自治体にある高校との個別相談
会を開催します。 

協働推進課 

安全教育の推進 
児童生徒の安全・安心を確保するため、すべての学校
で学校安全に関する計画を検証・改善し、適切に実施
します。 

指導課 

いじめ防止推進事
業 

川口市いじめから子どもを守る委員会による面接相
談・調整活動のほか、いじめ防止の啓発活動等を実施
します。 

青少年対策室 

いじめ防止対策の
推進 

川口市いじめ問題対策協議会において、学校、家庭や
地域・警察などの関係機関が一体となって、いじめ問
題に関わる対策を協議し、いじめ問題の未然防止・早
期発見・早期解決に取り組みます。 
いじめゼロサミットを通じて、児童生徒が主体的に取
り組む「いじめゼロ活動」を推進し、いじめを許さな
い機運を醸成します。 
いじめ対応教員が中心となり、組織的ないじめの未然
防止・早期発見・適切かつ迅速な対処に努めます。 

指導課 

不登校対策の推進 

教育支援センター（芝園教室・朝日教室）を開設し、
児童生徒の社会的自立に向けて支援します。 
学びの多様化学校の設置に向け、準備を進めていま
す。 
校内教育支援センター（ほっとルーム）を市内全小中
学校に設置することを目標に推進を進めています。 
不登校児童生徒の社会的自立への一助とするために、
保護者とともに不登校を考える会を開催します。 

指導課 

教育相談の充実 

管理職、教育相談支援員、スクールカウンセラー、い
じめ対応教員、教育相談担当教員、担任等の連携を図
った校内教育相談体制の整備・充実を推進します。 
教育研究所に、教育相談員やカウンセラー、スクール
ソーシャルワーカー等を配置し、様々な相談支援にも
対応し、問題の解決や悩みの解消に向けた支援を行い
ます。 

指導課 

スクールソーシャ
ルワーカーの配置 

市立学校に在籍する児童生徒、保護者等に対し、スク
ールソーシャルワーカー（９人による派遣型）が、教
育分野のみならず社会福祉に関する専門的な知識・技
能を用いて、児童生徒及びその家庭等への支援等を行
います。 

指導課 
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事業名 内容 担当課 

スクールカウンセ
ラーの配置 

いじめ・不登校等の課題の重要性に鑑み、児童生徒の
心の相談にあたるとともに教職員や保護者への助言・
援助を行うため、児童生徒の臨床心理に関して専門的
な知識・経験を有するスクールカウンセラーを配置
し、健全な児童生徒の育成を図ります。 
令和元年度より小学校、中学校の全校へ配置していま
す。 

指導課 
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（青年期） 

（１）若者の修学・就職支援 

【 現状・課題 】 

アンケート調査結果では、高校生で、将来の夢やなりたい職業（仕事）が「ある」の割

合が約５割、次いで「わからない」が２割半ば、「ない」が２割となっています。 

若者の就職活動段階においては、マッチングの向上等を図ることで、不本意な早期離職

を抑制しながら、キャリアの早い段階から新卒就職者等が集中的に職業経験を積んで、そ

の後のキャリア形成のための基盤となる職業能力を培うことができるよう支援を行うこ

とが必要です。 

また、離職する若者の早期の再就職のための支援を行うとともに、ハローワーク等と連

携して若者の就職支援に取り組むことが必要です。 

【 方向性 】 

経済的な理由で修学が困難な状況にならないよう奨学金制度等の利用促進を図ること

により、経済的に困窮した家庭環境にある若者への教育支援・生活支援を行います。 

また、就職活動段階においては、マッチングの向上等を図ることで、不本意な早期離職

を抑制しながら、キャリアの早い段階から新卒就職者等が集中的に職業経験を積んで、そ

の後のキャリア形成のための基盤となる職業能力を培うことができるよう支援します。 

また、ハローワーク等と連携して若者への就職支援に取り組みます。 

【 成果指標 】 

指標名 現状 
目標 

（令和１１年度） 
担当課 

中小企業従業員等奨学金返還
支援補助金申請者数 

２０件 ５０件 経営支援課 

若年者定住就労促進家賃補助
金申請者数 

９件 ３０件 経営支援課 

【 取組 】 

事業名 内容 担当課 

奨学資金貸付制度 
経済的な理由により修学が困難である場合に、学生に
対して高校、大学、専門学校等への入学一時金や修学
金の貸付を行います。 

庶務課 

川口市立高等学校
教育支援基金を活
用した給付型奨学
金の支給 

川口市立高等学校の生徒を対象に、川口市立高等学校
教育支援基金を財源として給付型奨学金を支給しま
す。 

川口市立高等学校 
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事業名 内容 担当課 

就学支援金制度に
関する事務 

保護者の所得金額が一定額未満の場合、国が高等学校
の授業料を負担する就学支援金制度に関する事務を
行います。 

川口市立高等学校 

生活保護世帯のこ
どもの進学・就職時
の支援 

生活保護制度にかかる高等学校等就学費の支給、生活
保護世帯の高校生等のアルバイト収入等について、学
習塾等にあてられる費用の収入認定除外、こどもの大
学等への進学または就職する際の新生活の立ち上げ
に必要となる費用にあてる進学・就職準備給付金の給
付を行います。 

生活福祉１課 

自立相談支援事業
による就労支援 

相談窓口において、早期に就労が必要な人や伴走型支
援が必要な方等に対して、専門職員が相談者の状況に
合わせた効果的な就労支援を行います。 

生活福祉１課 

中小企業従業員等
奨学金返還支援補
助金 

市内在住かつ市内中小企業等に就労する若年者の奨
学金返還費用に対して補助金を交付することで、若年
者の市内定住及び市内中小企業等への就労と雇用の
促進を図ります。 

経営支援課 

若年者定住就労促
進家賃補助金 

市内の賃貸住宅に居住し、市内中小企業等に就労する
若年者の支払う家賃に対して補助金を交付すること
で、若年者の市内定住及び市内中小企業等への就労と
雇用の促進を図ります。 

経営支援課 

川口若者ゆめワー
ク 

国・県・市によるワンストップ型就職サポート支援体
制施設です。 
川口市内並びに県内の若者に対する就職活動を積極
的にサポートし、雇用の促進・改善を図ることを目的
とします。 
国の「ハローワークプラザ川口」で全般的な職業紹介
を行うとともに、本市においては就職支援セミナーを
開催しています。 
また、ニートと呼ばれる若者等に対しては、国の「か
わぐち若者サポートステーション」、県の「若者自立
支援センター埼玉」を設置しています。 

経営支援課 
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（２）結婚、妊娠・出産等を希望する若者への支援 

【 現状・課題 】 

アンケート調査結果では、出会い・結婚について、若者において「結婚するつもりはな

い」の割合が２割程度となっています。結婚に対する不安としては、経済的なことや理想

とする相手との出会う機会などの意見が挙がっており、経済的な支援や出会いの機会・場

の創出支援について、効果の高い取組を推進することが必要です。 

【 方向性 】 

埼玉県の事業を活用して若者の出会いの機会・場の創出支援を推進します。また、結婚

に伴う新生活のスタートアップ支援を推進します。 

【 成果指標 】 

指標名 現状 
目標 

（令和１１年度） 
担当課 

結婚新生活支援補助金の交付
件数 

４０件 ６０件 青少年対策室 

【 取組 】 

事業名 内容 担当課 

ＳＡＩＴＡＭＡ出
会いサポートセン
ター 

埼玉県が運営する、結婚を希望する方の出会いから結
婚までを支援する結婚支援センターです。市内在住の
方は利用登録料が割引となります。 

子ども総務課 

結婚新生活支援事
業 

若年世帯の婚姻に伴う新生活を支援するため補助金
を交付します。 

青少年対策室 
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恋たまイメージキャラクター 恋
こい

 たま吉 

ＳＡＩＴＡＭＡ出会いサポートセンター事業 

埼玉県が運営する、結婚を希望するかたの出会いから結婚までを支援する結婚

支援センターです。県内に在住・在勤または近い将来埼玉県へ移住を考えている

かたで、結婚を希望し、自ら婚活する意思のある２０歳以上の独身のかた（電話

回線のあるスマートフォンが必要）が対象となります。利用登録料は２年間で 

１６，０００円です。川口市がＳＡＩＴＡＭＡ出会いサポートセンター運営協議

会に加入しているため、市内在住のかたは割引料金（１１，０００円）適用とな

ります。（令和６年９月現在） 

主なサービスとして、スマートフォンにてお見合い相手の検索及びお申し込み、

ＡＩによる相性の良いお相手のご紹介、センターの相談員によるお悩み対応、婚

活イベント・セミナー等の情報配信等が利用可能となります。 
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２ 子育て・子育ちを支援します 

（１）こどもの権利の保障 

【 現状・課題 】 

こども基本法においては、こども施策の基本理念として、「全てのこどもについて、その

年齢及び発達の程度に応じて、自己に直接関係する全ての事項に関して意見を表明する機

会及び多様な社会的活動に参画する機会が確保されること」、「全てのこどもについて、そ

の年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮さ

れること」が掲げられています。 

アンケート調査では、子どもの権利条約の認知度は、高校生では７割となっていますが、

小中学生では２割程度にとどまっています。また、こどもの権利の中で特に大切だと思う

ことについて、「障害のあるこどもが差別されないこと」や「暴力や言葉で傷つけられない

こと」、「人種や性別、宗教などで差別されないこと」などが上位に挙がっています。 

そのため、子どもの権利条約や川口市子どもの健やかな成長のための支援に関する条例

の周知などを通じて、こどもの権利について啓発をしていくことが必要です。さらに、こ

どもが自分自身に関係することについて、自由に意見を表すことができる機会を家庭、学

校、地域等さまざまな場において確保していくことが必要です。 

【 方向性 】 

全ての市民に、こども基本法や、子どもの権利条約の趣旨や内容について理解を深める

ための情報提供や啓発を行います。 

【 成果指標 】 

指標名 現状 
目標 

（令和１１年度） 
担当課 

子どもの権利条約の認知度 

小学５年生 
２１．３％ 
中学２年生 
１５．９％ 

前回調査を上回る 子ども総務課 

【 取組 】 

事業名 内容 担当課 

川口市子どもの健
やかな成長のため
の支援に関する条
例の周知 

一人ひとりがこどもや子育てに関わる方々に寄り添
い、市全体でこども・子育て支援を推進することによ
り、全てのこどもが健やかに成長できるまちの実現を
目指すため、令和５年９月に市独自で制定した条例で
す。 
この条例を周知するためのホームページやパンフレ
ットを作成しています。 

子ども総務課 
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事業名 内容 担当課 

主権者教育の推進 
政治に参加することについて自覚が高まるよう、学習
指導要領に基づき、主権者教育を推進します。 

指導課 

人権を尊重した教
育の推進 

（再掲） 
【Ｐ４３参照】 

指導課 
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川口の元気「中高生未来を拓くふれあいトーク」 

「中高生未来を拓くふれあいトーク」は、次世代を担う中学生・高校生の代表

が、市長との協議、議場見学、選挙制度、こども基本法の学習活動を通して、政

治的意識の向上や将来の有権者であるこどもたちの意識の醸成を図ることを目的

として開催しています。 

令和６年度は『中高生が考える１０年後の川口市、こんなまちになってほしい』

というメインテーマのもと、川口市の将来像について、市長と代表の中高生が率

直な意見交換を行いました。 

参加した中高生からは、「自分とは全く違う新しい視点を得ることができた」、

「貴重な体験を少しでも自分の学校の生徒に伝えていきたい」、「住みやすい川口

を創るために、自分ができることを積極的にやっていきたい」など、将来の川口

市について真剣に考えている感想がたくさんありました。 
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こどもにやさしいまちづくりの推進 

本市では、こどもにやさしいまちづくりを推進するため、市独自で条例を定め

ています。令和６年４月に施行された「川口市子どもの健やかな成長のための支

援に関する条例」では、子どもの権利条約を踏まえつつ、「全てのこどもが健やか

に成長できるまちづくり」を進めるため、市の責務や保護者、関係施設等、市民

の役割を定めるとともに、市等の共通の責務として以下の３つを定めています。 

① こどもが安心して生活することができる地域環境を整えること 

② 児童虐待、いじめ、体罰等の予防及び早期発見に取り組むこと 

③ 各々が相互に連携し、協力してこども・子育て支援を推進すること 

また、市議会の議員提案による政策条例として、以下の３つの

条例が制定されています。 

① 川口市子どもの遊び推進条例（令和６年６月施行） 

こどもが安全に安心して自由に遊ぶことができる環境を整備するとともに、遊

びの必要性及び重要性の理解促進に市、保護者及び市民が一体となって取り組む

ことにより、未来を担うこどもの健やかな成長を図るために必要な事項を規定し

たものです。 

② 川口市障害のあるなしに関わらず共に学び成長する子ども条例 

（令和５年４月施行） 

障害のあるこどもに対する社会的障壁の除去を推進し、障害のあるなしに関わ

らず、全てのこどもが共に学び成長する環境において、インクルーシブ教育およ

び保育が実施できる市の実現に寄与するために必要な事項を規定したものです。 

③川口市いじめを防止するためのまちづくり推進条例（平成２９年４月施行） 

こどもが健やかに成長できるまちを地域社会を挙げて実現することを目的とし

て、いじめの防止、早期発見およびいじめへの対応に向けた基本的な施策と、こ

どもをいじめから守るための組織体制を規定したものです。 
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（２）多様なこどもの居場所の確保 

【 現状・課題 】 

本市では、関係団体と協力して、こどもの成長段階に応じた居場所の充実を図りました。 

アンケート調査では、小学生保護者の母親、父親ともに現在フルタイムで働いている人

が６割以上となっています。 

こどもが小学校入学後、放課後の時間を過ごさせたい場所については、就学前児童の保

護者に調査したところ、低学年では「放課後児童クラブ」が５３．０％、「自宅」が４７．

０％となっています。高学年では、「自宅」が４８．１％、「習い事」が３９．３％、「放課

後児童クラブ」が３０．１％となっています。平成３０年度調査と比較すると、低学年で

は「放課後児童クラブ」、高学年では「自宅」で過ごさせたいと考える方が増えています。 

このことから、引き続き、放課後児童クラブをはじめとするこどもの居場所における安

全・安心の確保を図りつつ、各事業の質の向上に努めることが必要です。 

併せて、こどもの多様なニーズに応えることができ、また、こどもが他者とのつながり

を持ちながら健やかに成長することができるよう、多様な居場所づくりを進めていく必要

があります。 

【 方向性 】 

安心してこどもが過ごすことができる場として、自主性を重んじ、自由に活動や学習、

遊びができるこどもの居場所づくりを推進します。 

【 成果指標 】 

指標名 現状 
目標 

（令和１１年度） 
担当課 

児童センター・こども館の利
用者数 

９８，０６０人 １１０，０００人 青少年対策室 

【 取組 】 

事業名 内容 担当課 

児童センター・こど
も館事業 

乳幼児から小・中・高校生まで幅広い年代のこどもた
ちがいつでも自由に来て過ごすことができる児童セ
ンター・こども館を運営し、子育て中の保護者も気軽
に交流できる様々なイベントを開催します。 

青少年対策室 

アドベンチャープ
レイ事業 

こどもたちの冒険心・好奇心を刺激し、自主性・創造
性・社会性を高めるために、遊びの提供や遊具の貸し
出し、プレイリーダー養成講座、まつり等各種イベン
トを実施します。 

青少年対策室 

放課後児童クラブ 

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学１年生
から６年生までのこどもについて、小学校等の施設を
利用して生活や遊びの場を提供し、こどもの健全な育
成を行います。 

青少年対策室 

学務課 
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事業名 内容 担当課 

放課後子供教室 
放課後等に小学校等を活用し、地域の方々の参画を得
て、こどもたちに文化活動やスポーツ、学習等様々な
体験活動を提供します。 

生涯学習課 

グリーンセンター
再整備事業 

植物との「であい」を通して、未来を担うこどもとそ
の家族をはじめ、すべてのかたに、楽しく、わかりや
すく植物の魅力を発信する「植物の総合体験空間」を
目指すとともに、更なる市民の憩いの場となるレクレ
ーション交流拠点として、子育て世代を中心とした持
続性のある世代間サイクルを生み出す、魅力的で長く
愛される施設の集約や再編を図っていきます。 

グリーンセンター 

川口市みんなの居
場所設置支援助成
金 

孤独・孤立の解消及び予防に資する地域住民同士の交
流を促進するため、年齢、性別、心身の状況、その他
の属性にかかわらず交流できる場を設置する団体に
対して、初期費用を助成します。 

福祉総務課 
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【持続性のあるサイクル】

川口市立グリーンセンター 

グリーンセンターは心身の健康増進や、

自然科学知識と教養の向上などを目的に、

市内のほぼ中心に設置され、市民の憩いの

場やレクリエーション施設として親しまれ

ています。 

開園から５０年以上が経過した現在、変

化する社会的ニーズに対応し、子育て世代

を中心とした持続のある世代間サイクルを 

生み出す、魅力的で長く愛される施設であり続けるために「川口市立グリーンセ

ンター活性化基本計画」に基づき、インフラの整備や施設の集約・再編を図って

います。 

令和４年には園北側の第１工区が完成し、自然林を活用した「冒険の森(フィー

ルドアスレチック遊具)」や、生き物観察ができる「昆虫の森」などが新たに整備

されました。 

今後も、市民の方々から愛され親しまれる施設として再整備を進めていきます。 
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川口市みんなの居場所設置支援助成金チラシ

川口市みんなの居場所設置支援助成金 

急激な少子高齢化、単身世帯の増加、多様な働き方等の社会構造の変化により、

かつての伝統的な家庭や地域の相互扶助機能は低下し、身近な生活課題に対する

家族や近隣同士での助け合いといった地域のつながりが希薄になってきており、

地域のセーフティネット機能が脆弱となっています。このことは、生活課題があ

るにも関わらず自ら相談できない（しない）住民が、地域の中に埋もれてしまう

というリスクがあります。令和６年４月１日から孤独・孤立対策推進法が施行さ

れ、地方公共団体の責務等が明示され、当事者等への相談支援や支援を行う人材

の確保等が努力義務とされました。  

本市においても、地域におけるつながりを促進するために、民間団体などで居

場所づくりが取り組まれておりますが、対象を限定しているものが多く、初期費

用の負担が大きい等課題もあります。こうした背景や課題を踏まえ、本市の孤独・

孤立対策の一環として住民同士の交流を促進するため、ひきこもり当事者等にも

対応するとともに属性や世代を問わず対象を限定しない居場所等を立ち上げよう

とする団体に対し初期費用を助成する「川口市みんなの居場所設置支援助成金」

を実施しています。 
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国は、令和５年１２月に、「こども大綱」と合わせて「こどもの居場所づくりに

関する指針」を閣議決定し、全てのこどもが安全で安心して過ごせる居場所づく

りを推進することとしています。 

本市では、こどもが気軽に集える場として、児童センター・こども館の設置、ア

ドベンチャープレイ事業の実施など、遊びを通じたこどもの健やかな成長を支援

する環境の充実を図ってきました。また、川口市社会福祉協議会においては、こど

も食堂などの運営に関する相談やネットワークの構築を支援するほか、地域拠点

活動を実施し、居場所づくりを推進してきました。 

今後、こどもの居場所のあり方を検討するに当たっては、「乳幼児から若者まで

様々なかたが参加し、意見を交わしながら、過ごしたいと思える場所を一緒につ

くっていく」という視点に立つことが必要です。また、点在している既存の事業

や、各地域、民間団体等の取り組みを生かし、つなぎながら、自分が過ごしたいと

思う居場所を多様な選択肢から選べる環境を整えていくことが求められます。 

そのため、国の指針を踏まえつつ、関係団体等の協力を得ながら、本計画期間の

できる限り早期に以下の事項に取り組みます。 

（１）既存の関係事業及び民間団体の取り組みの実態把握 

（２）居場所づくりに携わる団体等と市の関わり方に関する検討 

（３）ニーズに応じた居場所の見える化 

こどもの居場所のあり方 
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（３）こどもの貧困の解消に向けた対策の推進 

【 現状・課題 】 

アンケート調査では、現在の暮らしの状況について、大変苦しいと回答した人もおり、

経済的に困窮している子育て世帯が一定数いることが伺えます。また、習い事（音楽・ス

ポーツ・習字など）に通わせることについて、生活困難層において金銭的な理由で通わせ

ることができない割合が高くなっています。 

さらに、若者のアンケート調査では、川口市が取り組む青少年や若者の政策について「経

済的な困難を抱えている家庭を支援する」が４割と最も高くなっています。 

そのため、等価世帯収入の水準が低い世帯やひとり親世帯等に対しては、教育の支援、

生活の安定のための支援、保護者の就労支援、経済的支援等を行うことが求められます。 

【 方向性 】 

経済的な理由でこどもを産み育てることが困難な状況にならないよう引き続き各種手

当等の経済的支援を充実します。 

また、経済的格差の広がりが、教育や進学の機会を狭めることがないよう、こどもが安

心して自分らしく生きていけるよう、支援します。 

【 成果指標 】 

指標名 現状 
目標 

（令和１１年度） 
担当課 

子どもの生活・学習支援事業
の学習教室出席率 

６８．３％ ７５.０％ 青少年対策室 

【 取組 】 

事業名 内容 担当課 

子どもの生活・学習
支援事業 

生活保護世帯、就学援助世帯、ひとり親世帯の小学３
年生から６年生、中学生、高校生等を対象に、学習教
室の開催、家庭訪問による相談支援、学習教室に併せ
た食育支援、就労体験、受験料支援等を実施します。 

青少年対策室 

就学援助 
経済的な理由により就学が困難な児童生徒の保護者
に対し、就学に必要な費用を援助します。 

指導課 

学校保健課 

特別支援学級に就
学する児童生徒の
保護者に対する援
助 

経済的負担を軽減するために、保護者の収入額に応じ
て、就学に必要な経費の一部を援助します。 

指導課 

粉ミルクの支給 
生活保護及び市民税非課税世帯の妊産婦及び乳児に
対して、粉ミルクを支給します。 

地域保健センター 

自立相談支援事業
による就労支援 

（再掲） 
【Ｐ５０参照】 

生活福祉１課 
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事業名 内容 担当課 

住居確保給付金支
給事業 

２年以内の離職・廃業または個人の都合によらない休
業等により収入が減少し、住居を失ったまたはそのお
それの高い生活困窮者で就労能力及び就労意欲のあ
る方を対象に、安心して就職活動ができるよう、家賃
に充てるための費用を支給します。 

生活福祉１課 

フードドライブを
活用した地域活動
団体の交流の創出 

生活困窮世帯やこども食堂運営団体に対し、家庭で使
用されない食品を食品ロスの削減も目的の一つとし
てフードドライブ事業として回収し、提供する仕組み
づくりを行います。 

福祉総務課 
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様々な状況を抱えている生活困窮世帯、及びひとり親世帯のこどもたちの、将

来における自立した生活に不可欠な学力の向上と、生活能力の向上を目的とした

学習教室や体験イベントなどを行っています。 

子どもの生活・学習支援事業 

学習教室の様子 受験クラス講習会の風景 

学習教室ではこどものパーソナリティに合わせて支援員が丁寧に指導をしてい

ます。 

また、受験学年のこどもたちには夏冬の長期休業期間の講習会などを実施する

受験クラスを設け、入学試験に向けた内容を提供しています。 

希望の進路に進むことで、将来に向けた成功体験となるよう支援を行っています。

食育イベントの風景 体験イベントの風景 

市と包括連携協定を結んだ企業等にご協力いただき、体験が少ないとされる貧

困世帯のこどもたちに、学校と家庭だけではできない各種体験や生活力の向上を

目指した食育など、将来の自立助長に繋がる取り組みを行っています。 
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フードドライブを活用した地域活動団体の交流の創出 

近年、経済情勢の変化に伴い、経済的理由により十分な食料を入手できない方

が増加しているとともに家庭での食品ロス問題も大きな問題になっています。ま

た、今後、単身世帯や単身高齢者世帯の増加が見込まれる中で、孤独・孤立の問

題の深刻化が懸念されています。    

こうした背景を踏まえ、本市では市内で開催されるイベントにおいてフードド

ライブを実施しています。フードドライブは国が示している「孤独・孤立対策の

重点計画（令和３年１２月２８日孤独孤立対策推進会決定）」においても具体的施

策の一つとして位置づけられており、フードドライブで集まった食品は川口子育

て応援フードパントリー連絡会を通じ、地域の生活困窮者など食品を必要とする

方へ配付しています。フードドライブに参加することを通して孤独・孤立対策に

関心を持ってもらうことに加え、食品を直接お渡しすることで、人と人とのつな

がりが生まれ、孤独・孤立の防止及び予防に資するものと考えられます。 

フードドライブチラシ
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（４）障害や発達の特性があるこどもの支援の充実 

【 現状・課題 】 

本市では、家庭の状況や障害の有無等に関わらず、こどもの「社会を生き抜く力」を育

む環境づくりに向けて学習環境の保障と体験活動の機会を拡充するとともに、こどもの発

達を支える連携拠点・情報発信の機能強化を図りました。 

今後、障害のあるこどもの支援については、乳幼児健診等を活用し、障害の原因となる

疾病等の予防と早期発見に努め、適切な療育につなげる支援体制を充実していく必要があ

ります。 

また、地域生活支援拠点等の充実や重層的支援体制整備事業の実施などによる地域にお

ける障害児の支援体制の強化や保育所等におけるインクルージョンを推進することが必

要です。 

さらに、医療的ケア児、聴覚障害児など専門的支援が必要なこどもとその家族への対応

のための地域における連携体制を強化することが必要です。 

【 方向性 】 

障害や発達の特性があるこどもとその保護者に対しては、一人ひとりの状況に応じたき

め細かな支援を行っていくとともに、自立や社会参加に向けた主体的な取り組みを支援す

るという視点に立ち、適切な指導及び必要な支援を行います。 

【 成果指標 】 

指標名 現状 
目標 

（令和１１年度） 
担当課 

障害児の保護者が障害者施策
に対して満足している割合 

３２．７％ ７０.０％ 障害福祉課 

【 取組 】 

事業名 内容 担当課 

障害者手帳の交付 
身体障害者、知的障害者、精神障害者に対して障害者
手帳を交付します。手帳を取得することにより、各種
手当や制度の対象となります。 

障害福祉課 

特別児童扶養手当 

精神または身体に一定の障害のある２０歳未満のこ
どもを家庭で養育している人に対し、所定の診断書等
の判定に基づいて認定され、国から手当が支給されま
す。 

障害福祉課 

障害児福祉手当 
２０歳未満で日常生活において常時介護を要する在
宅の重度障害児に対して、障害によって生ずる特別な
負担の一助として手当が支給されます。 

障害福祉課 
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事業名 内容 担当課 

福祉手当（市の制
度） 

市内に住所を有する在宅の重度障害者であって、市民
税が非課税の人に対して、手当を支給します。 

障害福祉課 

重度心身障害者医
療費助成 

重度心身障害者が医療機関で診察を受けた際に支払
う医療費の自己負担分を助成します。 

障害福祉課 

自立支援医療（育成
医療） 

身体に障害または疾患を有するこどもの治療に要す
る医療費の一部を公費で負担します。（指定医療機関
での受診に限ります。） 

障害福祉課 

障害児（者）生活サ
ポート事業 

在宅の障害児（者）及び家族の地域生活を支援するた
め、障害児（者）の一時預かり、派遣による介護や外
出の付き添い等、本人や家族の必要としているサービ
スを提供し、日常生活の負担の軽減に努めます。 

障害福祉課 

医療的ケア児支援
のための関係機関
の協議の場の設置 

医療的ケアが必要なこどもの支援に対する協議の場
である川口市医療的ケア児連絡協議会を設置し、協議
を行います。また、医療的ケア児を支援する人材とし
て、医療的ケア児等コーディネーターを配置します。 

障害福祉課 

障害福祉サービス
（居宅） 

障害者総合支援法に定める、ホームヘルプサービス
等、各種サービスを提供し、在宅障害者の自立支援に
努めます。 

障害福祉課 

児童発達支援 
障害のあるこどもに対し、日常生活における基本動作
の指導、知識や技能の付与または集団生活への適応の
ための訓練を通所、訪問にて行います。 

障害福祉課 

放課後等デイサー
ビス 

通学中の障害のあるこどもを対象に、放課後や夏休み
等について、生活能力向上のための訓練等を行いま
す。 

障害福祉課 

保育所等訪問支援 
専門の児童指導員や保育士が、保育所等を訪問し、障
害のあるこどもや施設職員に対して、こどもが集団生
活に適応するための専門的な支援を行います。 

障害福祉課 

居宅訪問型児童発
達支援 

重度の障害などで通所での支援の利用が困難な障害
のあるこどもに対して、居宅を訪問して発達支援を行
います。 

障害福祉課 

障害児相談支援 
障害のあるこどもが障害福祉サービスを利用する際
に障害児支援利用計画を作成するとともに、一定期間
ごとにモニタリングを行います。 

障害福祉課 

短期入所 
自宅で介護する人が入院等により不在となった場合
に、短期間施設に入所し、入浴、排泄、食事の介護等
を行います。 

障害福祉課 

障害児保育に係る
訪問指導・発達相談 

保育所等に通う配慮が必要なこどもに係る保育につ
いて、必要な助言や指導等を保育士等に行います。ま
た、保護者を対象に悩みの相談等に応じ、必要な助言
を行います。 

保育運営課 

発達相談支援事業 

こどもの発達に不安をもつ保護者が、安心して相談で
きる相談機関として、子ども発達相談センター「るる
る」を開設し、福祉、教育、保健、医療が連携し、切
れ目のない支援と、発達に特性のあるこどもを地域全
体で支えるための基盤整備を行います。 

子育て相談課 

医師等による専門
相談 

こどもの発達に精通した小児科医、公認心理師・臨床
心理士、作業療法士、言語聴覚士が、必要に応じて、
こどもの発達の特性について、保護者にわかりやすく
説明します。 

子育て相談課 
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事業名 内容 担当課 

親子教室 
発達に不安を感じている就学前のこどもとその保護
者を対象に、親子のふれあい遊び等を通し、適切な発
達支援、及び保護者支援を実施します。 

子育て相談課 

巡回支援事業 
事業を希望する保育所・幼稚園等に、年２回以上訪問
し、保育士等に対して、発達が気になるこども及び保
護者への支援について、助言等の支援を行います。 

子育て相談課 

小学校１年生訪問
事業 

市内小学校を訪問し、第１学年の授業等の様子を観察
し、こどもへの適切な支援方法等について、教職員と
ともに検討します。あわせて、こどもの発達に関する
情報の提供を行うことで、こどもがその特性に合った
支援を受けながら充実した学校生活を送ることが出
来るよう、教育と福祉で連携を図りながら支援しま
す。 

子育て相談課 

親子関係形成支援
事業 

よりよい親子関係の構築を目的として、こどもとの関
わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者に
対し、講義やグループワーク、ロールプレイ等を通じ
て、こどもの心身の発達の状況等に応じた情報の提
供、相談及び助言を行うとともに、保護者同士が相互
に悩みや不安を相談・共有し、情報の交換ができる場
を設ける等その他の必要な支援を行います。 

子育て相談課 
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子ども発達相談センター 
「るるる」

プレイルーム

子ども発達相談センター「るるる」 

こどもの発達に不安をもつ保護者が、相談先に迷うことなく安心して相談でき

る場所を設け、福祉、教育、保健、医療の分野が連携し、乳幼児期から切れ目の

ない支援を行うため、令和２年４月に子ども発達相談センター「るるる」を開設

しました。 

「落ち着きがない」「かんしゃくが強い」「こだわ

りが強い」「言葉が遅い」「お友達と遊べない」など、

こどもの発達について気になることや、心配なこと

など、相談員が相談を受け付けています。 

こどもの発達に精通した小児科医、公認心理師・

臨床心理士、作業療法士、言語聴覚士による専門相

談や、関係機関への訪問などをとおして、不安や悩

みを一緒に考えます。 

・発達相談 

・公認心理師、臨床心理士などによる専門相談 

・親子教室（２歳児、３歳児、４・５歳児） 

・保育所、幼稚園などへの巡回支援 

・小学校１年生訪問 

・ペアレント･トレーニング、ペアレント･ 

プログラムなど 

・こどもの発達の特性への理解を深めるための普及啓発 

子ども発達相談センターの愛称「るるる」には、 

「こどもと保護者がセンターに つながる」 

「センターがこどもと保護者を ささえる」 

「センターが地域に支援の輪を ひろげる」 

３つの言葉の語尾である「る」を重ね、音の優しい響きから 

親しみやすさを感じてもらえたらという思いが込められています。 

主な事業 
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（５）児童虐待の未然防止、早期発見、支援 

【 現状・課題 】 

本市では、多くの市民や関係団体の協力の下、地域全体で子育てを応援する機運を高め

ていくとともに、こどもの重大な権利侵害である児童虐待への対応強化に向け、こども家

庭センターの整備を進めました。 

アンケート調査では、児童虐待の認識において『こどもがいたずらをしたので、叩いて

注意する』では「児童虐待の場合とそうでない場合がある」の割合が高くなっています。 

また、児童虐待について知っていることとして、「児童虐待を受けたと思われるこどもを

発見した人は、速やかに通告する義務があること」の認知度が高くなっている一方、虐待

の相談窓口の認知度は低くなっています。 

児童虐待の未然防止、早期発見・対応のためには、地域住民が当事者意識を持つととも

に、地域住民相互でこどもを守る意識を醸成していくことが必要です。 

【 方向性 】 

こどもの最善の利益を尊重し、相談・支援体制の更なる強化を図るため、関係機関の適

切な対応と支援者の資質向上に努め、地域の連携体制の充実を図り、虐待の未然防止、早

期発見、早期対応に努めます。 

【 成果指標 】 

指標名 現状 
目標 

（令和１１年度） 
担当課 

未就園児等全戸訪問事業（ハ
ローキッズスマイル訪問事
業）の実施率 

（令和６年度開始事業

のため現状値なし）
１００％ 子育て相談課 

【 取組 】 

事業名 内容 担当課 

こども家庭センタ
ー 

（再掲） 
【Ｐ３４参照】 

子育て相談課 

地域保健センター 

要保護児童対策地
域協議会 

関係者や関係機関が円滑に連携し、要保護児童の早期
発見に努め、適切な支援、保護を実施します。 

子育て相談課 

親子関係形成支援
事業 

（再掲） 
【Ｐ６８参照】 

子育て相談課 

未就園児等全戸訪
問事業（ハローキッ
ズスマイル訪問事
業） 

保育所や幼稚園等に通っていない未就園児のいる家
庭を訪問し、子育ての孤立化を防ぐために、その居宅
において様々な不安や悩みを聞き、子育て支援に関す
る必要な情報提供を行うとともに、支援が必要な家庭
に対しては適切なサービス提供に結びつける事業で
す。 

子育て相談課 
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事業名 内容 担当課 

子育て世帯訪問支
援事業 

家事・育児に対して不安や負担を抱える子育て家庭、
妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭の居宅を、訪問
支援員が訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴する
とともに、家事・育児等の支援を実施することにより、
家庭が抱える不安の解消を図ります。 

子育て支援課 

子育て相談課 

養育支援訪問事業 
養育支援が特に必要な家庭に対して、訪問支援員（保
健師及び助産師）が訪問し、養育に関する指導・助言
等を行います。 

子育て相談課 

地域保健センター 

児童虐待防止に関
する周知・啓発 

児童虐待防止に関する周知・啓発活動を行います。 子育て相談課 

里親制度の推進 

里親や特別養子縁組及びファミリーホーム制度の発
展などを目的とする里親会に対し助成金を交付する
とともに、里親入門講座を県と共催し里親制度の推進
を図ります。 

子育て相談課 
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（６）こどもが健やかに過ごせる体制づくり 

【 現状・課題 】 

若者のアンケート調査では、現在困っていることや悩んでいることについて、「将来のこ

と」「仕事のこと」「生活費のこと」が高い結果となっています。主な相談相手については、

母親や父親、学校時代の友達などとなっていますが、相談したくても相談相手がいない人

もいます。 

そのため、こころの健康や病気、相談支援やサービスに関する情報等について、学生を

含む若者に周知を図ることが必要です。 

また、ひきこもり等困難な状況にある若者に対して、気軽に相談できる場やＳＮＳ等の

相談支援等を拡充していくことも必要です。 

誰も自殺に追い込まれることのないよう、生きることの包括的な支援として、こどもへ

の自殺対策を推進することも求められます。 

ヤングケアラーに対しては、福祉、介護、医療、教育等の関係者が情報共有・連携して、

早期発見・把握し、必要な支援につなげていくことが必要です。また、地域や社会全体で

ヤングケアラーを支えることも大切です。 

ライフステージに応じた切れ目のない健康支援を実施するために、特に思春期以降、男

女を問わず性や生殖に関する身体の状態を知り、健康を維持しながらより豊かな人生を送

れるように生活習慣を見直していく、プレコンセプションケアの取組を関係機関と連携し

ながら、切れ目のない支援体制を構築する必要があります。 

【 方向性 】 

全てのこどもが健やかに成長することができるよう、ヤングケアラーへの支援をはじめ

とする相談・支援事業や地域づくり事業を実施していきます。 

また、不妊、予期せぬ妊娠や基礎疾患を持つ方の妊娠、性感染症等への適切な相談支援

や、妊娠・出産、産後の健康管理に係る支援を行うため、男女ともに性や妊娠に関する正

しい知識を身に付け、栄養管理を含めた健康管理を行うよう支援します。 

【 成果指標 】 

指標名 現状 
目標 

（令和１１年度） 
担当課 

若年者早期相談・支援事業（こ
ころサポートステーション
SODA かわぐち）の延支援回数 

２，０２２回 １，８００回 疾病対策課 
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【 取組 】 

事業名 内容 担当課 

ヤングケアラー相
談専用ダイヤル 

ヤングケアラー本人やその家族、関係機関からの相談
に、ヤングケアラー・コーディネーターが対応します。 

子育て相談課 

ヤングケアラー支
援金支給事業 

経済的負担を抱えるヤングケアラーに対し、支援金を
支給します。 

子育て相談課 

若年者早期相談・支
援事業 

精神疾患の発症や重症化予防につなげるため、「ここ
ろサポートステーションＳＯＤＡかわぐち」をショッ
ピングモール内に設置し、若年者への早期相談支援を
行います。 

疾病対策課 

重層的支援体制整
備事業 

地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する
包括的な支援体制を構築するため、①相談支援、②参
加支援、③地域づくりに向けた支援の３つの支援を一
体的に実施します。 

福祉総務課 

移動販売・高齢者等
居場所づくり事業 

市内に１４店舗を展開するウエルシア薬局（株）と、
移動販売を活用したこどもや高齢者等の居場所づく
り事業に関する連携協定を締結し、①移動販売車によ
る食品、日用品、医薬品等の販売②移動販売車に搭載
したモニターカメラを活用して、店舗薬剤師や管理栄
養士との健康相談③移動販売車のドライバーよる高
齢者等の見守り、地域コミュニティの創出による居場
所づくりの３つの取組を実施します。 

福祉総務課 

川口市みんなの居
場所設置支援助成
金 

（再掲） 
【Ｐ５８参照】 

福祉総務課 

性と健康の相談事
業 

プレコンセプションケアを含めた、男女問わず性や生
殖に関する啓発事業を実施します。また保健師など
が、思春期からのからだの悩みや月経前症候群（PMS）
などに関しての相談を実施します。 

健康増進課 

女性総合相談事業 
女性相談支援員による窓口相談、女性カウンセラーに
よる女性のための悩みごと電話相談を実施します。 

協働推進課 
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重層的支援体制整備事業 

これまでの本市における支援体制は、高齢者、障害者、こども・子育て、生活

困窮の支援機関において、分野ごとに相談を受け、それぞれが専門的な支援を提

供してきました。しかし、市民のニーズが多様化、複雑化し、いわゆる「８０５

０問題」や「ダブルケア」のように、ひとつの世帯に複数の課題のあるケースや、

「ひきこもり」のような既存の制度の狭間にあるケースなど、これまで行われて

きた分野ごとの支援では対応できないケースが顕在化しています。このため、福

祉の領域を超えて包括的に相談を受け止め、関係機関（福祉、保健医療、労働、

教育、住まい及び地域再生に関する機関等）が協働して支援を提供する体制が求

められるようになりました。そこで、本市では令和２年に社会福祉法に規定され

た「重層的支援体制整備事業」を活用しながら包括的な支援体制を構築し、地域

共生社会の実現を目指し、令和６年度より本格的に重層的支援体制整備事業を実

施しています。 

諸概念の整理

重層的支援体制整備事業の全体像

（出典：厚生労働省「社会福祉法の改正趣旨・改正概要」）
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移動販売・高齢者等居場所づくり事業 

地理的な事情や身体的な特性により、食品や日用品の買い物に困難を感じると

の声があるとともに、コロナ禍の影響もあり、地域における交流の場も減少して

います。こうした地域の声や背景を踏まえ、市内に１４店舗を展開するウエルシ

ア薬局株式会社と、移動販売を活用した高齢者等の居場所づくり事業に関する連

携協定を締結し、令和６年９月より新郷、安行、神根、南平（一部）地区で①移動

販売車による食品、日用品、医薬品等の販売、②移動販売車に搭載したモニター

カメラを活用して、店舗薬剤師や管理栄養士との健康相談、③移動販売車のドラ

イバーよる高齢者等の見守り、地域コミュニティの創出による居場所づくりを実

施しています。 

ウエルシア薬局株式会社との地域福祉の 
推進等に関する連携協定締結式

販売の様子

移動販売車「うえたん号」お披露目式
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（７）こどもが安心して外出できる環境づくり 

【 現状・課題 】 

アンケート調査では、子育てをする中で、有効な支援、対策について、小学生保護者、

中学生保護者ともに「犯罪や事故からこどもを守る体制を整備する」が約３割と高くなっ

てなっており、安心して暮らせるまちづくりが望まれています。 

そのため、こどもの生命を守り、犯罪被害や事故等からの安全を確保することが全ての

こどもが健やかに育つための大前提であるとの認識の下、有害環境対策や防犯・交通安全

対策等を進めることが必要です。 

【 方向性 】 

こどもが交通事故や犯罪等の被害に遭わないよう安全教育を推進するとともに、通学路

の巡回等、地域ぐるみで安全・安心に暮らせるまちづくりを進めます。 

【 成果指標 】 

指標名 現状 
目標 

（令和１１年度） 
担当課 

青色防犯パトロール車両配備
台数 

１０８台 配備を継続 防犯対策室 

【 取組 】 

事業名 内容 担当課 

防犯パトロール車
輌配備事業 

青色防犯パトロール車両の配備やパトロールの普及
促進、実施者への講習を実施します。 

防犯対策室 

ライフスタイルパ
トロール事業・ 
かわぐち RunRun パ
トロール事業 

ながらパトロール実施希望者に対して資機材を貸与
します。 

防犯対策室 

防犯教室事業 
学校、保育園のこども、教職員等を対象に防犯教室を
実施します。 

防犯対策室 

交通安全教育 
幼児から高齢者に至るまで各年齢層に応じた交通安
全教育を実施します。 

交通安全対策課 

明るい街づくり推
進事業 

（再掲） 
【Ｐ４３参照】 

青少年対策室 
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「知らない人が学校の中に急に入ってきたら…」そのようなもしもの事態に遭

遇してしまったときのために、市内の小中学校や保育園、幼稚園の教職員や児童

生徒に対して防犯教室を実施しています。 

教職員に向けた講習では、不審者対応における心構えや不審者を入れないため

の対応要領をお伝えし、刺又の使い方などより実践的な対応の訓練を行います。

また、学校などが作成した想定シナリオを基に、実際の教室を使用してのシミュ

レーションなども実施しています。 

児童、生徒を含めた防犯教室では、授業中に不審者が侵入したという想定で、市

職員を不審者役としたより実践的な訓練を実施しています。教職員の方々にはこ

どもがいる状況での不審者対応や児童の避難誘導の訓練、警察への通報などの対

応の確認をしていただいています。こどもたちには有事の際に落ち着いて先生の

指示に従った避難ができるよう訓練を実施しています。 

いつ、どこで不審者の侵入が起こるかはわかりません。このような事案が発生

してしまった際に、一人でも被害を最小限に抑えるために今後も防犯教室を通じ

て犯罪抑止に取り組んでいきます。 

防犯教室を実施しています 
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３ 保護者が安心して子育てができる環境を確保します 

（１）妊娠から出産、子育ての経済的負担の軽減 

【 現状・課題 】 

本市では、「より楽しい子育て」、「より安心できる子育て」を目指して、妊娠から出産、

子育ての経済的負担の軽減に向けた支援を行ってきました。 

アンケート調査では、こどもや若者に対してどのような支援があるとよいかについて

「生活や就学のための経済的援助」が５８．４％と最も高く、次いで「低い家賃で住める

住宅（寮や下宿のようなところ）」が３０．９％、「こどもを見守る地域のつながりや支え

合い」が２４．７％となっています。 

そのため、今後も、次代を担う全てのこどもの育ちを支える基礎的な支援として、経済

的な支援の充実等、子育て家庭が安心して子育てができる支援が必要です。 

【 方向性 】 

乳幼児期から高等教育段階まで切れ目のない経済的な負担軽減を着実に実施していき

ます。 

【 成果指標 】 

指標名 現状 
目標 

（令和１１年度） 
担当課 

赤ちゃんにっこり応援金の支
給者数 

４，２２７人 ３，７１６人 子育て支援課 

【 取組 】 

事業名 内容 担当課 

妊婦等包括相談支
援事業 

（再掲） 
【Ｐ３４参照】 

地域保健センター 

低所得妊婦の初回
産科受診料支援事
業 

低所得妊婦の初回産科受診料を助成することにより、
妊娠の初期段階における母子に対する支援を強化し、
妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援体制を
整備します。 

地域保健センター 

赤ちゃんにっこり
応援事業 

１歳未満の乳児を養育する保護者に対し、「赤ちゃん
にっこり応援金」を支給します。 

子育て支援課 

子ども医療費支給
事業 

各種医療保険に加入している１８歳に達した最初の
３月３１日までのこどもを養育している保護者に対
し、こどもが医療機関にかかった時の保険医療の自己
負担分を支給します。 

子育て支援課 

児童手当支給事業 
１８歳に達した最初の３月３１日までのこどもを養
育している人を対象に手当を支給します。 

子育て支援課 
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事業名 内容 担当課 

訪問型病児・病後児
保育利用助成金 

こどもが病気または病気の回復期にあって集団保育
等を行うことが困難な時期にベビーシッター等の派
遣を利用した保護者に対し、利用料の一部を助成しま
す。 

子育て支援課 

奨学資金貸付制度 
（再掲） 

【Ｐ４９参照】 
庶務課 

川口市立高等学校
教育支援基金を活
用した給付型奨学
金の支給 

（再掲） 
【Ｐ４９参照】 

川口市立高等学校 
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（２）地域における子育て支援の充実 

【 現状・課題 】 

本市では、関係団体と連携し、保護者が地域とつながりながら子育てのできる環境づく

りを進めてきました。 

アンケート調査では、「地域子育て支援拠点事業」の利用状況について、２８．８％のか

たが利用していると回答しており、平成３０年度調査と比較すると５．４％高くなってい

ます。 

引き続き、就労する保護者の増加、育児休暇の取得や幼児教育の利用状況など、社会情

勢の変化に応じた事業の工夫が必要です。 

【 方向性 】 

こどもたちを支える関係機関のネットワークづくりや地域社会全体でこどもを見守り

育てる意識啓発や環境整備を推進するとともに、地域のこどもたちの健やかな成長を促す

環境整備を推進します。 

【 成果指標 】 

指標名 現状 
目標 

（令和１１年度） 
担当課 

つどいの広場の利用者数 １３９，６１４人 １４３，０００人 子育て支援課 

【 取組 】 

事業名 内容 担当課 

地域子育て支援拠
点事業 

（再掲） 
【Ｐ３４参照】 

子育て支援課 

保育幼稚園課 

青少年対策室 

おやこの遊びひろ
ば事業 

（再掲） 
【Ｐ３４参照】 

子育て支援課 

利用者支援事業（基
本型） 

子育て中の保護者のそれぞれのニーズにあった、子育
て情報の提供や相談、保育園・幼稚園、育児サークル
等の利用にあたっての案内等を行います。また、地域
子育て相談機関として、必要に応じてこども家庭セン
ターと連携して支援します。 

子育て支援課 

青少年対策室 

子育て支援総合コ
ーディネート事業 

関係機関や地域子育て支援拠点等との連携の強化や、
子育て支援活動を行っているグループ等とネットワ
ーク化を図ります。また、子育てサポーターを養成し、
要請に応じて派遣します。 

子育て支援課 

パパ・ママ応援ショ
ップ事業 

高校生年代までのこども、妊娠中の人がいる家庭を対
象に優待カードを交付し、協賛する店舗等が様々なサ
ービスの提供を行います。 

子育て支援課 
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事業名 内容 担当課 

「赤ちゃんの駅」事
業 

乳幼児を持つ子育て家庭が自由におむつ替えや授乳
が行え、無料で利用できる施設を「赤ちゃんの駅」と
して県に登録し、ステッカーを掲示することで、安心
して外出できる環境を提供します。 

子育て支援課 

子育て支援情報の
提供 

広報かわぐちやホームページ等で情報提供を行いま
す。また、様々な項目を網羅した子育て支援に関する
ガイドブックの発行や、市の子育て支援に関する事業
情報、施設情報、健診情報等、登録者に対して子育て
情報メールなどを配信します。 

子育て支援課 
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子育て支援情報の提供 

広報かわぐちでは子育てや保健の専用ページを設け、充実した内容を毎月掲載

しています。また、市ホームページには豊富な子育てに関する情報や行政手続き

などを集約した総合サイトを開設しています。 

更に、子育て期における様々な項目を網羅した「子育てガイドブック」の発行

や、子育て支援に関する市のイベント情報、施設情報等を、登録頂いた方に対し

子育て情報メールを配信しています。今後は、子育て世帯に必要な情報を最適な

時期に届けられるよう、ＳＮＳ・子育てアプリ等を活用し、プッシュ型配信の検

討を進めます。 

主な取組 内容 

子育て情報メール 

子育てに関するさまざまな情報をご登録いただいた方に電子メ

ールで配信する、「かわぐち子育て情報メール」配信サービス

を行っています。 

子育てガイドブッ

ク 

妊娠期をはじめ子育ての不安や悩みを少しでも解消し、子育て

が楽しくなる一助として、こどもに関する遊び、相談、支援な

どの子育て関連情報をまとめた冊子です。（年１回発行） 

子育て応援サイト 

「ママフレ」 

子育てに忙しい保護者の方々のために、子育てに関する行政サ

ービス情報を探しやすく、わかりやすく紹介するサイトです。 
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外国人転入者を中心にチラシ等で 
ポータルサイトを紹介 動画やチャート、図表など分かりやすく

説明しています。

外国人住民向けのポータルサイト 
「川口市外国人生活ガイド」 

外国人住民に対し、市の行政情報、生活ルール・マナーの周知と理解を図るた

め、外国人住民向けのポータルサイト「川口市外国人生活ガイド」にて様々な情

報を配信しています。 

このポータルサイトは、スマートフォンで二次元コードを読み取りアクセスす

ると、端末の言語設定を自動で識別し、使用者の母国語で表示されることが特徴

です。 

家族で移住されてくる外国人にとって、子育てと学校の情報はとても重要です

ので、動画や図などを用いて、分かりやすく情報配信をしています。 
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（３）多様な働き方と子育ての両立支援 

【 現状・課題 】 

本市では、川口市男女共同参画計画に基づき、仕事と子育て支援の両立に向けて、女性

が安心して働くことのできる就業環境の整備や家庭生活における男女共同参画の促進を

図ってきました。 

アンケート調査では、母親、父親ともに育児休業を取得した割合は前回調査に比べて増

加しています。母親の育児休業を取得していない理由としては、「職場に育児休業の制度が

なかった」「仕事が忙しかった」「子育てや家事に専念するため退職した」などの意見が挙

がっています。 

【 方向性 】 

保護者が仕事や子育てを希望する形で両立することができるよう、仕事との両立や子育

てでの不安や悩みを解消するための講演会の実施、男女共同参画への関心を高めるイベン

トなどを行います。 

【 成果指標 】 

指標名 現状 
目標 

（令和１１年度） 
担当課 

男女共同参画セミナー参加者
の満足度 

９６.０％ １００％ 協働推進課 

【 取組 】 

事業名 内容 担当課 

第３次川口市男女
共同参画計画 

性別にかかわらず、一人ひとりが社会の対等な構成員
として、自らの意思によって社会のあらゆる分野にお
ける活動に参画する機会が確保され、すべての人が均
等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受す
ることができ、かつ、共に責任を負うべき社会を形成
することを目指しています。 

協働推進課 

「 育 児 を シ ェ
ア！！～みんなで
楽しもう～」フォト
コンテスト 

家庭生活における男女共同参画を促進するため、男性
の育児や家事への参加推進を目的に、育児を楽しみな
がら行っていることがわかる写真を募集し、表彰して
います。 

協働推進課 

COLORFUL（カラフ
ル）ふぇすた～男女
共同参画イベント
～ 

男女共同参画社会の実現に向けて、参加団体による舞
台発表や展示、「育児をシェア！！～みんなで楽しも
う～」フォトコンテストの表彰式を行っています。 

協働推進課 
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土曜開所の様子

おとうさんとあそぼう

パパと一緒にベビーダンス 

地域子育て支援拠点での特色ある取り組み 

市の地域子育て支援拠点事業においては、平日つどいの広場などに来られない

おやこが利用しやすい環境を提供するため、毎週土曜を開所日とし、イベント等

開催時は日曜も開設しています。（一部施設を除く。） 

子育てサポートプラザ、子育てひろばポッポ では、お父さんやおじいちゃんが

気兼ねなく参加できて、父親同士で様々な情報交換をしながら前向きに楽しく子

育てができるよう「お父さんとあそぼう」を開催しています。また、南鳩ヶ谷地

域子育て支援センターでは、地域のボランティアの皆さんと連携した様々なイベ

ントや講座を企画し、「パパと一緒にベビーダンス」なども定期的に開催していま

す。引き続き、共育てを推進する多様な企画を積極的に実施します。 

子育てサポートプラザ、子育てひろばポッポ （イベント時のみ）、南鳩ヶ谷地

域子育て支援センター、おやこの遊びひろばの一部、南平児童センター、芝児童

センター、戸塚児童センター「あすぱる」、鳩ヶ谷こども館 

土日開所施設 
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次世代育成支援対策推進法に基づく事業主行動計画 

次世代育成支援対策推進法では、労働者が１０１人以上の企業に対し、仕事と

子育ての両立を図るために「一般事業主行動計画」を策定し、公表することや、

労働者への周知を義務付けています。（１００人以下の企業は努力義務） 

一般事業主行動計画には、企業が仕事と子育ての両立を図るための雇用環境の

整備や、多様な労働条件の整備などに取り組むにあたって、「計画期間」や「目標

を達成するための対策の内容と実施時期」を定めることとされており、その企業

のうち、計画に定めた目標を達成し、一定の要件を満たした企業は、「子育てサポ

ート企業」として、厚生労働大臣の認定（くるみん認定等）を受けることができ

ます。（令和６年９月時点） 

本市では、平成１７年に「川口市職員特定事業主行動計画」（※）を策定して以降

改定を重ね、個人のライフステージにあわせた働き方ができる職場環境づくりを

促進しています。 

※本市の特定事業主行動計画は、女性の職業

生活における活躍の推進に関する法律に

基づく特定事業主行動計画と一体化した

計画として策定しています。 
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（４）ひとり親家庭への支援 

【 現状・課題 】 

ひとり親家庭が抱える様々な課題や個別ニーズに対応するため、児童扶養手当等による

経済的支援のほか、各家庭の親子それぞれの状況に応じて、生活支援、子育て支援、就労

支援等が適切に行われることが必要です。 

【 方向性 】 

ひとり親家庭に対して、関係機関と連携し、子育て支援や生活支援、就労支援、経済的

支援等、総合的な支援に努めるとともに、支援に漏れがないように制度の周知を継続して

行います。 

【 成果指標 】 

指標名 現状 
目標 

（令和１１年度） 
担当課 

養育費確保支援事業の利用者
数 

３３人 ５３人 子育て支援課 

【 取組 】 

事業名 内容 担当課 

児童扶養手当支給
事業 

離婚・死亡等で父または母のいない家庭や父または母
に一定の障害がある家庭等において、１８歳に達した
最初の３月３１日までのこども（こどもに一定の障害
がある場合は２０歳未満まで）を養育している人を対
象に手当を支給します。 

子育て支援課 

母子・父子自立支援
プログラム策定事
業 

児童扶養手当受給者の個々の状況やニーズに対応し
た自立支援プログラムを策定し、就業や自立に向けて
支援を行います。 

子育て支援課 

母子父子寡婦福祉
資金貸付事業 

ひとり親家庭の母や父等を対象に、経済的自立の助成
を図り、扶養する子の福祉の増進に資するため、必要
となる資金の貸し付けを行います。 

子育て支援課 

ひとり親家庭等医
療費支給事業 

１８歳に達した最初の３月３１日までのこども（こど
もに一定の障害がある場合２０歳未満まで）を養育し
ている母（父）子家庭等のこどもとその父母、養育者
に対し、医療機関にかかった時の保険医療の自己負担
分を支給します。 

子育て支援課 

ひとり親家庭自立
支援教育訓練給付
金事業 

ひとり親家庭の母または父が教育訓練給付の対象講
座を受講し、修了した場合、受講するために支払った
費用の一部を支給します。 

子育て支援課 

ひとり親家庭高等
職業訓練促進給付
金等事業 

ひとり親家庭の母または父が、対象資格（看護師、保
育士、美容師等）を取得するために養成機関で修業す
る時、修業中の全期間について給付金を支給します。 

子育て支援課 
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事業名 内容 担当課 

ひとり親家庭高等
職業訓練促進資金
貸付事業 

ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金の支給を受け
ている人を対象に、入学準備金及び就職準備金を貸付
ける制度です。 

子育て支援課 

高等学校卒業程度
認定試験合格支援
事業 

中卒者や高校中退者のひとり親家庭の母または父及
び扶養するこどもに対し、より良い条件での就業等に
向けた学び直しを支援するための給付金を支給しま
す。 

子育て支援課 

母子・父子自立支援
員 

ひとり親家庭の生活や仕事等に関する相談に応じ、必
要なアドバイスや情報提供等を行います。 

子育て支援課 

養育費確保支援事
業 

養育費の取り決めについて、公正証書等を作成した場
合や保証会社と保証契約を締結した場合に補助金を
交付します。 

子育て支援課 

母子生活支援施設 

母子保護及び自立促進に向けた生活を支援する必要
がある配偶者のいない女子とそのこどもについて、母
子生活支援施設への入所を図ることにより、母子家庭
の自立に向けた支援を行います。 

子育て相談課 
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第５章 第３期川口市子ども・子育て支援事

業計画

１ 教育・保育提供区域 

子ども・子育て支援法第６１条により、市町村は子ども・子育て支援事業計画において、

地理的条件や人口、交通事情その他の社会的条件及び教育・保育施設の整備状況等を総合

的に勘案して教育・保育提供区域を設定し、区域ごとに事業の必要量を算出するとともに、

事業内容や実施時期を示さなければならないとされています。 

第１期計画において、市内を３つの区域に分けた教育・保育提供区域を設定し、運用し

ています。本計画期間においては、主に次の理由から、引き続き３つの教育・保育提供区

域を継続しつつ、一部の地域子ども・子育て支援事業については、事業の実情などを踏ま

え、市全域（１区域）で事業の必要量を算出することとします。 

・都心のベッドタウンである本市の性格上、鉄道を利用して都内へ通勤する市民が多く、

鉄道駅の配置バランスに基づく区域設定が合理的であり、市民の利便性も高い 

・現行の利用実態に特段の問題がなく、効率的な保育の提供を継続できる 

・各区域の子ども人口の将来的な見通しにおいて、バランスが大きく変わらない 

＜提供区域① 中央・横曽根・青木・芝＞  

＜提供区域② 神根・安行・戸塚＞  

＜提供区域③ 南平・新郷・鳩ヶ谷＞ 

②

③

①
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２ 将来のこども人口 

＜ 川口市全体 ＞ 

市全体の人口の推移をみると、令和５年まで緩やかな減少傾向にあり、令和６年で 

６０７，２７９人と増加していますが、０～１１歳の人口は減少傾向にあります。 

本計画の対象となるこどもの人口推計をみると、令和７年から令和１１年にかけて就学

前のこども（０～５歳）で１，６００人程度の減少、小学生（６～１１歳）で４，１００

人程度の減少が予測され、年齢別にみても、０～１１歳のすべての階層の人口が減少する

見込みです。 

（単位：人） 

実績 推計 

令和
２年 

令和
３年 

令和
４年 

令和
５年 

令和
６年 

令和
７年 

令和
８年 

令和
９年 

令和
10 年 

令和
11 年 

０歳 4,592 4,150 3,974 3,822 3,797 3,831 3,792 3,762 3,736 3,716

１～２歳 9,774 9,284 8,689 8,239 7,930 7,708 7,685 7,671 7,601 7,544

３～５歳 15,291 14,747 14,145 13,669 13,154 12,473 11,773 11,360 11,173 11,116

６～８歳 15,238 15,058 14,959 14,772 14,453 13,926 13,420 12,836 12,176 11,494

９～11歳 15,594 15,436 15,183 15,028 15,097 15,077 14,849 14,413 13,879 13,373

就学前 29,657 28,181 26,808 25,730 24,881 24,012 23,250 22,793 22,510 22,376

小学生 30,832 30,494 30,142 29,800 29,550 29,003 28,269 27,249 26,055 24,867

合計 60,489 58,675 56,950 55,530 54,431 53,015 51,519 50,042 48,565 47,243

対前年増減 －1,814 －1,725 －1,420 －1,099 －1,416 －1,496 －1,477 －1,477 －1,322

総人口 608,390 607,750 605,067 604,894 607,279 606,617 605,724 604,670 603,412 602,057

対人口比 9.9％ 9.7％ 9.4％ 9.2％ 9.0％ 8.7％ 8.5％ 8.3％ 8.0％ 7.8％

（人口推計方法） 

将来人口は、コーホート変化率法を用いて算出しました。コーホート変化率法とは、各コーホート（同年ま

たは同期間に出生した集団のこと）ごとに、加齢に伴って生じる年次ごとの変化を計算する方法です。 

【推計基礎データ】  

・令和２年～令和６年の各年４月１日時点の住民基本台帳各歳別人口 

・ある年齢（ｘ歳）の人口が、１年後の年齢（ｘ+１歳）になるまでの人口増減を示す「変化率」ついては５

年間の平均値を使用 

・ある年の０歳の人口は、１年前の１５～４９歳の女性人口での出生数を示す「出生比」については５年間

の平均値を使用 
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＜ 提供区域① 中央・横曽根・青木・芝 ＞ 

中央・横曽根・青木・芝区域は、こどもの人口が約２３，０００人です。 

令和６年から令和１１年にかけてのこどもの人口の見通しは、就学前のこども（０～５

歳）は約１，２００人の減少、小学生（６～１１歳）は約２，２００人の減少が予測され

ます。  

年齢別にみると、０歳は１０人程度の増加、１～２歳は１８８人、３～５歳は１，０５９

人、６～８歳は１，４１８人、９～１１歳は７６５人程度の減少が見込まれます。 

（単位：人） 

実績 推計 増減 

令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年 令和11年 Ｒ６→Ｒ11 

０歳 1,644 1,700 1,684 1,675 1,664 1,654 10

１～２歳 3,427 3,250 3,249 3,283 3,258 3,239 －188

３～５歳 5,533 5,224 4,852 4,601 4,488 4,474 －1,059

６～８歳 5,977 5,675 5,458 5,202 4,915 4,559 －1,418

９～11歳 6,162 6,256 6,133 5,918 5,612 5,397 －765

就学前 10,604 10,174 9,785 9,559 9,410 9,367 －1,237

小学生 12,139 11,931 11,591 11,120 10,527 9,956 －2,183

合計 22,743 22,105 21,376 20,679 19,937 19,323 －3,420

対前年増減 －638 －729 －697 －742 －614
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＜ 提供区域② 神根・安行・戸塚 ＞ 

神根・安行・戸塚区域は、こどもの人口が約１７，０００人です。 

令和６年から令和１１年にかけてのこどもの人口の見通しは、就学前のこども（０～５

歳）は約６００人の減少、小学生（６～１１歳）は約１，２００人の減少が予測されます。  

年齢別にみると、０歳は９１人、１～２歳は９０人、３～５歳は４６３人、６～８歳は

７９７人、９～１１歳は３８９人程度の減少が見込まれます。 

（単位：人） 

実績 推計 増減 

令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年 令和11年 Ｒ６→Ｒ11 

０歳 1,186 1,131 1,118 1,107 1,098 1,095 －91

１～２歳 2,386 2,404 2,416 2,343 2,318 2,296 －90

３～５歳 4,033 3,841 3,652 3,612 3,570 3,570 －463

６～８歳 4,461 4,354 4,228 4,043 3,852 3,664 －797

９～11歳 4,629 4,563 4,542 4,471 4,364 4,240 －389

就学前 7,605 7,376 7,186 7,062 6,986 6,961 －644

小学生 9,090 8,917 8,770 8,514 8,216 7,904 －1,186

合計 16,695 16,293 15,956 15,576 15,202 14,865 －1,830

対前年増減 －402 －337 －380 －374 －337
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＜ 提供区域③ 南平・新郷・鳩ヶ谷 ＞ 

南平・新郷・鳩ヶ谷区域は、こどもの人口が約１５，０００人です。 

令和６年から令和１１年にかけてのこどもの人口の見通しは、就学前のこども（０～５

歳）は約６００人の減少、小学生（６～１１歳）は約１，３００人の減少が予測されます。  

年齢別にみると、０歳は横ばいが見込まれ、１～２歳は１０８人、３～５歳は５１６人、

６～８歳は７４４人、９～１１歳は５７０人程度の減少が見込まれます。 

（単位：人） 

実績 推計 増減 

令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年 令和11年 Ｒ６→Ｒ11 

０歳 967 1,000 990 980 974 967 0

１～２歳 2,117 2,054 2,020 2,045 2,025 2,009 －108

３～５歳 3,588 3,408 3,269 3,147 3,115 3,072 －516

６～８歳 4,015 3,897 3,734 3,591 3,409 3,271 －744

９～11歳 4,306 4,258 4,174 4,024 3,903 3,736 －570

就学前 6,672 6,462 6,279 6,172 6,114 6,048 －624

小学生 8,321 8,155 7,908 7,615 7,312 7,007 －1,314

合計 14,993 14,617 14,187 13,787 13,426 13,055 －1,938

対前年増減 －376 －430 －400 －361 －371
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３ 幼児期の教育・保育の量の見込みと提供体制の確保方策 

子ども・子育て支援法第６１条により、市町村は子ども・子育て支援事業計画において、

教育・保育提供区域ごとに幼児期の教育・保育の量の見込み、それに対する提供体制の確

保の内容及び実施時期を定めることとなっています。 

保育の必要の認定区分ごとに、計画期間における「幼児期の教育・保育の量の見込み（必

要利用定員総数）」を設定するとともに、設定した「量の見込み」に対応するよう、「教育・

保育施設等の確保の内容及び実施時期（確保方策）」を定めます。 

認定区分 定義 主な利用施設 

１号認定 
（教育認定） 

満３歳以上の保育の必要性の認定を受けて
いない小学校就学前子ども 

幼稚園 

認定こども園 

２号認定 
（保育認定） 

満３歳以上の保育の必要性の認定を受けた
小学校就学前子ども 

保育所 

認定こども園 

３号認定 
（保育認定） 

満３歳未満の保育の必要性の認定を受けた
小学校就学前子ども 

保育所 

認定こども園 

地域型保育事業所 

（小規模保育事業所等） 



95

（１）量の見込みと提供体制 

＜ 令和７年度 ＞ 

（単位：人） 

令和７年度（令和８年４月１日時点） 

１号認定 
（３－５歳）

２号認定 
（３－５歳）

３号認定 
（０－２歳） 

０歳 １歳 ２歳 

量
の
見
込
み

中央、横曽根、青木、芝 1,871 2,714 321 924 1,065 

神根、安行、戸塚 1,514 1,938 216 576 672 

南平、新郷、鳩ヶ谷 1,210 1,879 199 535 583 

合計① 4,595 6,531 
736 2,035 2,320 

5,091 

提
供
体
制
の
確
保
の
内
容
・
実
施
時
期

中央 

横曽根 

青木 

芝 

教育・保育施設 
（幼稚園・保育所・
認定こども園）（※） 

4,122 3,268 323 691 819 

特定地域型保育事
業（小規模保育・事
業所内保育） 

 80 209 203 

神根 

安行 

戸塚 

教育・保育施設 
（幼稚園・保育所・
認定こども園）（※） 

2,771 1,956 181 401 467 

特定地域型保育事
業（小規模保育・事
業所内保育） 

 78 165 169 

南平 

新郷 

鳩ヶ谷 

教育・保育施設 
（幼稚園・保育所・
認定こども園）（※） 

3,077 1,824 205 420 497 

特定地域型保育事
業（小規模保育・事
業所内保育） 

31 72 65 

合計② 9,970 7,048 
898 1,958 2,220 

5,076 

②－① 5,375 517 
162 －77 －100 

－15 

※「私立幼稚園長時間預かり推進事業」の受け入れ枠は２号認定に計上 
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＜ 令和８年度 ＞ 

（単位：人） 

令和８年度（令和９年４月１日時点） 

１号認定 
（３－５歳）

２号認定 
（３－５歳）

３号認定 
（０－２歳） 

０歳 １歳 ２歳 

量
の
見
込
み

中央、横曽根、青木、芝 1,611 2,723 320 915 1,028 

神根、安行、戸塚 1,457 1,943 213 569 661 

南平、新郷、鳩ヶ谷 1,132 1,833 197 530 603 

合計① 4,200 6,499 
730 2,014 2,292 

5,036 

提
供
体
制
の
確
保
の
内
容
・
実
施
時
期

中央 

横曽根 

青木 

芝 

教育・保育施設 
（幼稚園・保育所・
認定こども園）（※） 

4,122 3,268 320 691 819 

特定地域型保育事
業（小規模保育・事
業所内保育） 

 80 209 203 

神根 

安行 

戸塚 

教育・保育施設 
（幼稚園・保育所・
認定こども園）（※） 

2,771 1,956 181 401 467 

特定地域型保育事
業（小規模保育・事
業所内保育） 

 78 165 169 

南平 

新郷 

鳩ヶ谷 

教育・保育施設 
（幼稚園・保育所・
認定こども園）（※） 

3,077 1,824 205 420 497 

特定地域型保育事
業（小規模保育・事
業所内保育） 

 31 72 65 

合計② 9,970 7,048 
895 1,958 2,220 

5,073 

②－① 5,770 549 
165 －56 －72 

37 

※「私立幼稚園長時間預かり推進事業」の受け入れ枠は２号認定に計上 
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＜ 令和９年度 ＞ 

（単位：人） 

令和９年度（令和１０年４月１日時点） 

１号認定 
（３－５歳）

２号認定 
（３－５歳）

３号認定 
（０－２歳） 

０歳 １歳 ２歳 

量
の
見
込
み

中央、横曽根、青木、芝 1,521 2,688 317 910 1,018 

神根、安行、戸塚 1,421 1,928 211 562 653 

南平、新郷、鳩ヶ谷 1,107 1,817 196 524 598 

合計① 4,049 6,433 
724 1,996 2,269 

4,989 

提
供
体
制
の
確
保
の
内
容
・
実
施
時
期

中央 

横曽根 

青木 

芝 

教育・保育施設 
（幼稚園・保育所・
認定こども園）（※） 

4,122 3,268 320 691 819 

特定地域型保育事
業（小規模保育・事
業所内保育） 

 80 209 203 

神根 

安行 

戸塚 

教育・保育施設 
（幼稚園・保育所・
認定こども園）（※） 

2,771 1,956 181 401 467 

特定地域型保育事
業（小規模保育・事
業所内保育） 

 78 165 169 

南平 

新郷 

鳩ヶ谷 

教育・保育施設 
（幼稚園・保育所・
認定こども園）（※） 

3,077 1,824 205 420 497 

特定地域型保育事
業（小規模保育・事
業所内保育） 

 31 72 65 

合計② 9,970 7,048 
895 1,958 2,220 

5,073 

②－① 5,921 615 
171 －38 －49 

84 

※「私立幼稚園長時間預かり推進事業」の受け入れ枠は２号認定に計上 
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＜ 令和１０年度 ＞ 

（単位：人） 

令和１０年度（令和１１年４月１日時点） 

１号認定 
（３－５歳）

２号認定 
（３－５歳）

３号認定 
（０－２歳） 

０歳 １歳 ２歳 

量
の
見
込
み

中央、横曽根、青木、芝 1,470 2,708 315 903 1,013 

神根、安行、戸塚 1,437 1,902 211 558 646 

南平、新郷、鳩ヶ谷 1,088 1,783 194 522 590 

合計① 3,995 6,393 
720 1,983 2,249 

4,952 

提
供
体
制
の
確
保
の
内
容
・
実
施
時
期

中央 

横曽根 

青木 

芝 

教育・保育施設 
（幼稚園・保育所・
認定こども園）（※） 

4,122 3,268 320 691 819 

特定地域型保育事
業（小規模保育・事
業所内保育） 

 80 209 203 

神根 

安行 

戸塚 

教育・保育施設 
（幼稚園・保育所・
認定こども園）（※） 

2,771 1,956 181 401 467 

特定地域型保育事
業（小規模保育・事
業所内保育） 

 78 165 169 

南平 

新郷 

鳩ヶ谷 

教育・保育施設 
（幼稚園・保育所・
認定こども園）（※） 

3,077 1,824 205 420 497 

特定地域型保育事
業（小規模保育・事
業所内保育） 

 31 72 65 

合計② 9,970 7,048 
895 1,958 2,220 

5,073 

②－① 5,975 655 
175 －25 －29 

121 

※「私立幼稚園長時間預かり推進事業」の受け入れ枠は２号認定に計上 
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＜ 令和１１年度 ＞ 

（単位：人） 

令和１１年度（令和１２年４月１日時点） 

１号認定 
（３－５歳）

２号認定 
（３－５歳）

３号認定 
（０－２歳） 

０歳 １歳 ２歳 

量
の
見
込
み

中央、横曽根、青木、芝 1,507 2,678 314 899 1,005 

神根、安行、戸塚 1,350 1,892 210 558 640 

南平、新郷、鳩ヶ谷 1,070 1,804 193 517 588 

合計① 3,927 6,374 
717 1,974 2,233 

4,924 

提
供
体
制
の
確
保
の
内
容
・
実
施
時
期

中央 

横曽根 

青木 

芝 

教育・保育施設 
（幼稚園・保育所・
認定こども園）（※） 

4,122 3,268 320 691 819 

特定地域型保育事
業（小規模保育・事
業所内保育） 

 80 209 203 

神根 

安行 

戸塚 

教育・保育施設 
（幼稚園・保育所・
認定こども園）（※） 

2,771 1,956 181 401 467 

特定地域型保育事
業（小規模保育・事
業所内保育） 

 78 165 169 

南平 

新郷 

鳩ヶ谷 

教育・保育施設 
（幼稚園・保育所・
認定こども園）（※） 

3,077 1,824 205 420 497 

特定地域型保育事
業（小規模保育・事
業所内保育） 

 31 72 65 

合計② 9,970 7,048 
895 1,958 2,220 

5,073 

②－① 6,043 674 
178 －16 －13 

149 

※「私立幼稚園長時間預かり推進事業」の受け入れ枠は２号認定に計上 

満３歳未満の保育利用率（市全体） 

区分 単位 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

０～２歳児童数 ① 人 11,539 11,477 11,433 11,337 11,260 

３号利用定員数 ② 人 5,076 5,073 5,073 5,073 5,073 

保育利用率 ②÷① ％ 44.0 44.2 44.4 44.7 45.1 

※各年度の数値は翌年度４月１日 
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（２）提供体制の確保の考え方 

【量の見込みの算出方法】 

各区域別に、保育所等の申込者数の実績、令和７年度以降の人口推計等を基に、各歳児

の人口に占める申込者数の割合やその増減率等を用いて、各年度の量の見込みを算出しま

した。 

【確保方策の考え方・今後の方向性】 

待機児童が概ね解消していることなどから、新たな施設整備は行わず、既存の教育・保

育施設を活用し、提供体制の確保を図ります。計画期間内に保育需要が大幅に増加した場

合などは、必要に応じて施設整備を検討します。 

（１号認定及び２号認定） 

現状の提供体制が量の見込みを上回っているため、既存施設の定員により確保を図り

ます。 

（３号認定） 

既存施設の定員の見直しなどにより確保を図ります。 
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４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと 

提供体制の確保方策 

子ども・子育て支援法第６１条により、市町村は子ども・子育て支援事業計画において、

地域子ども・子育て支援事業の量の見込み並びにそれに対する提供体制の確保の内容及び

実施時期について定めることとなっています。 

これまでの利用状況等を踏まえ、計画期間における地域子ども・子育て支援事業の量の

見込み及び確保方策を次のとおりに定めます。 
※【】内は川口市の事業名 

【地域子ども・子育て支援事業の提供区域】

対象事業 提供区域 

１ 時間外保育事業【延長保育事業】 ３区域 

２ 放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業） ３区域 

３ 一時預かり事業（未就学児） ３区域 

４ 病児・病後児保育事業 １区域 

５ ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業） １区域 

６ 子育て短期支援事業【ショートステイ事業・トワイライトステイ事業】 １区域 

７ 
地域子育て支援拠点事業 
【地域子育て支援センター、つどいの広場事業、おやこの遊びひろば事業】 

１区域 

８ 利用者支援事業 １区域 

９ 乳児家庭全戸訪問事業【新生児訪問事業】 １区域 

１０ 養育支援訪問事業【養育支援訪問】 １区域 

１１ 妊婦健康診査 １区域 

１２ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 ― 

１３ 多様な事業者の参入促進・能力活用事業 ― 

１４ 子育て世帯訪問支援事業 １区域 

１５ 児童育成支援拠点事業 １区域 

１６ 親子関係形成支援事業 １区域 

１７ 産後ケア事業 １区域 

１８ 乳児等通園支援事業 ― 
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（１）時間外保育事業【延長保育事業】 

【概要】 

保育認定を受けたこどもについて、通常の利用時間以外において、認定こども園、保育

所等で保育を実施する事業です。 

【量の見込みと確保策】 

（単位：人） 

※各年度の末日を基準日とする 

【量の見込みの算出方法】 

令和５年度実績値を基準に保育量の見込みの増減率を乗じて算出しました。 

【確保方策の考え方・今後の方向性】 

引き続き、全施設の事業実施に努めます。

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

令和 
11 年度 

量
の
見
込
み

中央、横曽根、青木、芝 2,791 2,769 2,740 2,744 2,720 

神根、安行、戸塚 1,608 1,601 1,586 1,568 1,560 

南平、新郷、鳩ヶ谷 1,518 1,502 1,489 1,467 1,474 

合計① 5,917 5,872 5,815 5,779 5,754 

提
供
体
制
の
確
保
の

内
容
・
実
施
時
期

中央、横曽根、青木、芝 2,791 2,769 2,740 2,744 2,720 

神根、安行、戸塚 1,608 1,601 1,586 1,568 1,560 

南平、新郷、鳩ヶ谷 1,518 1,502 1,489 1,467 1,474 

合計② 5,917 5,872 5,815 5,779 5,754 

②－① 0 0 0 0 0 
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（２）放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業） 

【概要】 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学しているこどもに対し、授業の終

了後に小学校の余裕教室等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成

を図る事業です。 

【量の見込みと確保策】 

（単位：人） 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

令和 
11 年度 

量
の
見
込
み

１
年
生

中央、横曽根、青木、芝 822 803 729 691 642 

神根、安行、戸塚 638 611 574 549 525 

南平、新郷、鳩ヶ谷 652 629 589 559 559 

合計 2,112 2,043 1,892 1,799 1,726 

量
の
見
込
み

２
年
生

中央、横曽根、青木、芝 768 748 732 665 630 

神根、安行、戸塚 583 559 537 505 482 

南平、新郷、鳩ヶ谷 512 507 489 460 436 

合計 1,863 1,814 1,758 1,630 1,548 

量
の
見
込
み

３
年
生

中央、横曽根、青木、芝 569 536 521 511 464 

神根、安行、戸塚 444 441 423 405 379 

南平、新郷、鳩ヶ谷 397 364 361 347 327 

合計 1,410 1,341 1,305 1,263 1,170 

量
の
見
込
み

４
年
生

中央、横曽根、青木、芝 328 307 288 281 275 

神根、安行、戸塚 246 240 238 230 221 

南平、新郷、鳩ヶ谷 215 215 198 197 189 

合計 789 762 724 708 685 

量
の
見
込
み

５
年
生

中央、横曽根、青木、芝 120 123 115 107 105 

神根、安行、戸塚 98 98 96 95 90 

南平、新郷、鳩ヶ谷 92 88 89 82 81 

合計 310 309 300 284 276 

量
の
見
込
み

６
年
生

中央、横曽根、青木、芝 26 25 26 24 23 

神根、安行、戸塚 35 36 34 34 33 

南平、新郷、鳩ヶ谷 25 23 23 23 21 

合計 86 84 83 81 77 

量
の
見
込
み

１

６
年
生

中央、横曽根、青木、芝 2,633 2,542 2,411 2,279 2,139 

神根、安行、戸塚 2,044 1,985 1,902 1,818 1,730 

南平、新郷、鳩ヶ谷 1,893 1,826 1,749 1,668 1,613 

合計① 6,570 6,353 6,062 5,765 5,482 

※各年度の末日を基準日とする 
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（単位：人） 

※各年度の末日を基準日とする 

【量の見込みの算出方法】 

各年齢の推計人口に、令和６年５月時点の放課後児童クラブ（公設民営）における、学

年別利用率を乗じて算出しました。 

【確保方策の考え方・今後の方向性】 

各学校との連携を図りながら、余裕教室の借用やプレハブの整備を行い、従来より多く

の部屋を確保し、引き続き安全安心なクラブ室の運営を維持します。 

放課後児童クラブ支援員の質の向上を目的とした研修等も実施し、ハード面ソフト面の

両面から放課後児童クラブの安全安心及び質の向上を図っていきます。 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

令和 
11 年度 

提
供
体
制
の
確
保
の
内
容
・

実
施
時
期

中央、横曽根、青木、芝 2,633 2,542 2,411 2,279 2,139 

（か所） 21 21 21 21 21 

神根、安行、戸塚 2,044 1,985 1,902 1,818 1,730 

（か所） 14 14 14 14 14 

南平、新郷、鳩ヶ谷 1,893 1,826 1,749 1,668 1,613 

（か所） 17 17 17 17 17 

合計② 6,570 6,353 6,062 5,765 5,482 

（か所） 52 52 52 52 52 

②－① 0 0 0 0 0 
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（３）一時預かり事業（未就学児） 

① 一時預かり事業（幼稚園型）・預かり保育事業 

【概要】 

幼稚園等に在籍する満３歳以上のこどもを対象として、一時的に預かりを行う事業です。 

【量の見込みと確保策】 

（単位：年間の延べ利用日数） 

※各年度の末日を基準日とする 

【量の見込みの算出方法】 

利用実績に年度ごとの幼稚園認定者数の増減率を掛けて算出しました。 

【確保方策の考え方・今後の方向性】 

幼稚園や認定こども園での預かり保育実施の充実に努めます。 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

令和 
11 年度 

量
の
見
込
み

中央、横曽根、青木、芝 137,705 116,948 100,680 95,059 93,206 

神根、安行、戸塚 55,146 47,788 46,004 44,864 46,038 

南平、新郷、鳩ヶ谷 48,162 41,563 38,882 38,029 38,090 

合計① 241,013 206,299 185,566 177,952 177,334 

提
供
体
制
の
確
保
の

内
容
・
実
施
時
期

中央、横曽根、青木、芝 149,524 149,524 149,524 149,524 149,524 

神根、安行、戸塚 65,002 65,002 65,002 65,002 65,002 

南平、新郷、鳩ヶ谷 57,749 57,749 57,749 57,749 57,749 

合計② 272,275 272,275 272,275 272,275 272,275 

②－① 31,262 65,976 86,709 94,323 94,941 
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② 一時預かり事業（保育所） 

【概要】 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となったこどもを保育所等で一時的に

預かる事業です。 

【量の見込みと確保策】 

（単位：年間の延べ利用日数） 

※各年度の末日を基準日とする 

【量の見込みの算出方法】 

令和５年度実績値を基準に人口増減率を乗じて算出しました。 

【確保方策の考え方・今後の方向性】 

引き続き、実施施設の確保に努めます。 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

令和 
11 年度 

量
の
見
込
み

中央、横曽根、青木、芝 3,094 2,983 2,882 2,822 2,783 

神根、安行、戸塚 729 709 693 682 675 

南平、新郷、鳩ヶ谷 2,573 2,498 2,435 2,397 2,375 

合計① 6,396 6,190 6,010 5,901 5,833 

提
供
体
制
の
確
保
の

内
容
・
実
施
時
期

中央、横曽根、青木、芝 3,094 2,983 2,882 2,822 2,783 

神根、安行、戸塚 729 709 693 682 675 

南平、新郷、鳩ヶ谷 2,573 2,498 2,435 2,397 2,375 

合計② 6,396 6,190 6,010 5,901 5,833 

②－① 0 0 0 0 0 
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（４）病児・病後児保育事業 

【概要】 

（病児保育事業） 

こどもが病気になった時、集団保育もしくは自宅での保育が困難な場合、医師の許可の

下に専門の施設でこどもを預かります。市内に居住している生後８週～小学校６年生まで

のこどもが対象です。  

（病児・緊急対応強化事業） 

住民参加による助け合いの会員制度として、小学校６年生までのこどもの病気又は病気

の回復期や、早朝・夜間等の緊急時の預かり、宿泊を伴う預かり等の援助を希望する保護

者に、子育ての援助を行える住民を紹介する事業です。 

【量の見込みと確保策】 

（単位：年間の延べ利用日数） 

※各年度の末日を基準日とする 

【量の見込みの算出方法】 

（病児保育事業） 

実際・潜在的なニーズ調査のみによらず、実態に即したニーズ量とするため、キャンセ

ル発生を加味して算出しました。 

（病児・緊急対応強化事業） 

令和５年度のキャンセル数を含む援助依頼件数の実績に基づき算出しました。 

【確保方策の考え方・今後の方向性】 

（病児保育事業） 

引き続き４か所において、各施設の定員数と年間開設日数を維持し、量の確保に努めま

す。 

（病児・緊急対応強化事業） 

事業の更なる周知を図るとともにサポーター等会員の募集を積極的に行い、引き続き確

保策に努めます。

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

令和 
11 年度 

量の見込み① 5,850 5,850 5,850 5,850 5,850 

提供体制の確保の 
内容・実施時期② 

5,850 5,850 5,850 5,850 5,850 

 病児保育事業 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 

  （か所） 4 4 4 4 4 

 病児・緊急対応強化事業 850 850 850 850 850 

②－① 0 0 0 0 0 
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（５）ファミリー・サポート・センター事業 
（子育て援助活動支援事業） 

【概要】 

住民参加による助け合いの会員制度として、生後６か月から小学校６年生までの子育て

中の保護者に対するこどもの預かり等の相互援助活動の推進を図る事業です。 

【量の見込みと確保策】 

（単位：年間の延べ利用日数） 

※各年度の末日を基準日とする 

【量の見込みの算出方法】 

令和５年度のキャンセル数を含む援助依頼件数の実績に基づき算出しました。 

【確保方策の考え方・今後の方向性】 

事業を実施するなかでサポーター等会員の募集を積極的に行い、引き続き確保策に努め

ます。 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

令和 
11 年度 

量の見込み① 8,500 8,500 8,500 8,500 8,500 

 ５歳児まで 4,400 4,400 4,400 4,400 4,400 

 就学後 4,100 4,100 4,100 4,100 4,100 

提供体制の確保の 
内容・実施時期② 

8,500 8,500 8,500 8,500 8,500 

 ５歳児まで 4,400 4,400 4,400 4,400 4,400 

 就学後 4,100 4,100 4,100 4,100 4,100 

②－① 0 0 0 0 0 

 ５歳児まで 0 0 0 0 0 

 就学後 0 0 0 0 0 
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（６）子育て短期支援事業【ショートステイ事業・トワイライトステイ事業】

【概要】 

ショートステイ事業は、保護者の疾病や育児疲れ、仕事等の理由によりこどもの養育が

一時的に困難となった場合に、児童福祉施設等で一定期間こどもの養育を行う事業です。 

トワイライトステイ事業は、保護者が仕事等の理由により夜間に不在となることで、家

庭でこどもを養育することが困難となった場合に、児童福祉施設等でこどもの養育を行う

事業です。 

【量の見込みと確保策】 

（ショートステイ事業） 
（単位：年間の延べ利用回数） 

※各年度の末日を基準日とする 

（トワイライトステイ事業） 
（単位：年間の延べ利用回数） 

※各年度の末日を基準日とする 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

令和 
11 年度 

量の見込み① 176 176 176 176 176 

提供体制の確保の 
内容・実施時期② 

176 176 176 176 176 

（か所） 4 4 4 4 4 

②－① 0 0 0 0 0 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

令和 
11 年度 

量の見込み① 84 84 84 84 84 

提供体制の確保の 
内容・実施時期② 

84 84 84 84 84 

②－① 0 0 0 0 0 
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【量の見込みの算出方法】 

（ショートステイ事業） 

令和４年度より里親宅でのショートステイ事業を開始した結果、利用日数が増加し、令

和５年度は実人数１７人、延べ１３５日（１人あたり約８日/年）の利用がありました。今

後も利用人数の増加が見込まれることを想定し、令和５年度実績から推計した日数としま

す。 

実人数５人増加と想定 → ２２人×８日 = １７６日 

（トワイライトステイ事業） 

これまで本事業の利用実績はありませんが、一方で、ニーズ調査においては一定数の需

要が見込まれる結果でした。また、普段の相談対応業務の中で、利用が必要と思われるケ

ースもあることから、利用希望者のニーズに対応できるよう環境を整備することとし、相

談対応業務での事例も踏まえ推計した日数(７日/月）を量の見込みとします。 

【確保方策の考え方・今後の方向性】 

ショートステイ事業については、引き続き児童福祉施設３か所及び里親と業務委託契約

を締結し、量の見込みで算出した数に対応できる体制を確保します。 

トワイライトステイ事業については、様々なニーズに対応できる新たな事業者を確保す

るなど、提供体制の確保に努めます。 
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（７）地域子育て支援拠点事業【地域子育て支援センター、つどいの 
広場事業、おやこの遊びひろば事業】 

【概要】 

地域における子育て家庭を対象として、子育てについての相談、情報提供、助言等を行

うことや、子育て家庭の交流の場の提供を通じて、地域の子育て支援機能の充実を図り、

子育ての不安感等を緩和し、こどもたちの健やかな育ちの促進を支援する事業です。 

【量の見込みと確保策】 

（単位：年間の延べ利用日数） 

※各年度の末日を基準日とする 

【量の見込みの算出方法】 

地域子育て支援拠点事業の利用に関するニーズ調査項目において、０～２歳の現在利用

の割合と今後の利用希望割合、利用者が今後日数を増やしたい項目を用いて、令和５年度

の実績数を踏まえ算出しました。 

【確保方策の考え方・今後の方向性】 

今後の公共施設のあり方のなかで、統廃合や老朽化による施設減少を視野に入れる一方、

共働き世帯の増加や多様化する就労形態・時間の変化を見据え、利用しやすい事業を念頭

に、公設の地域子育て支援センター・おやこの遊びひろばにおける土日の開所日の増、大

型商業施設での開設などの検討を行い、計画期間中は現状の５８か所を維持しつつ、量の

確保に努めます。 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

令和 
11 年度 

量の見込み① 143,000 143,000 143,000 143,000 143,000 

提供体制の確保の 
内容・実施時期② 

143,000 143,000 143,000 143,000 143,000 

（か所） 58 58 58 58 58 

②－① 0 0 0 0 0 
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（８）利用者支援事業 

① 利用者支援事業（基本型） 

【概要】 

利用者の個別ニーズを把握し、それに基づく情報の集約・提供、相談、利用支援等を行

うことにより、地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう実施する事業です。 

【量の見込みと確保策】 

（単位：か所） 

※各年度の末日を基準日とする 

【量の見込みの算出方法】 

これまでの実施施設（３か所）に加え、こどもからの相談に直接応ずることができる体

制を充実させる観点から、全ての児童センター・こども館にて事業を実施します。 

【確保方策の考え方・今後の方向性】 

令和８年度までに全ての児童センター・こども館にて事業を開始することとし、その後

の方向性については利用ニーズ等を踏まえ検討します。 

なお、利用者支援事業（基本型）を実施する全ての施設が「地域子育て相談機関」とな

り、こども家庭センターと連携しながらこどもや子育て世帯を支援していきます。 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

令和 
11 年度 

量の見込み① 4 6 6 6 6 

提供体制の確保の 
内容・実施時期② 

4 6 6 6 6 

②－① 0 0 0 0 0 
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② 利用者支援事業（こども家庭センター型） 

【概要】 

これまでの子育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点の機能は維持した

上で、全ての妊産婦、子育て世帯、こどもへ一体的に相談支援を行う「こども家庭センタ

ー」を運営することにより、両機能の連携・協働を深め、虐待への予防的な対応から個々

の家庭に応じた支援の切れ目ない対応など、相談支援体制の強化を図る事業です。 

【量の見込みと確保策】 

（単位：か所） 

※各年度の末日を基準日とする 

【量の見込みの算出方法】 

令和６年度より「こども家庭センター」の運営を開始しており、相談窓口としては、児

童福祉機能の窓口と母子保健機能の窓口を合計して１０か所設置しています。 

【確保方策の考え方・今後の方向性】 

引き続き、適切な運営に努めます。 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

令和 
11 年度 

量の見込み① 1 1 1 1 1 

 各地域の相談窓口 10 10 10 10 10 

提供体制の確保の 
内容・実施時期② 

1 1 1 1 1 

 各地域の相談窓口 10 10 10 10 10 

②－① 0 0 0 0 0 

 各地域の相談窓口 0 0 0 0 0 
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 利用者支援事業（妊婦等包括相談支援事業型） 

【概要】 

妊婦・その配偶者等に対して、面談等の実施により、必要な情報提供や相談に応じると

ともに、ニーズに応じて必要な支援につなげる伴走型相談支援を行う事業です。 

【量の見込みと確保策】 

（単位：年間の延べ利用回数） 

※各年度の末日を基準日とする 

【量の見込みの算出方法】 

令和７年度は母子健康手帳交付見込み件数４，８００件に、１組当たりの面談回数３回

を計上しました。令和８年度以降は前年度の出生数との比率により算定します。 

（当年度出生数見込み）÷（前年度出生数見込み）×（前年度量の見込み） 

【確保方策の考え方・今後の方向性】 

母子健康手帳交付時に全数面談しているため、各年度の交付見込み件数に１組当たりの

面談回数３回を乗じた回数を計上しています。妊娠期から出産・子育て期の包括的な切れ

目ない支援を行い、事業の充実に努めます。 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

令和 
11 年度 

量の見込み① 14,400 14,253 14,139 14,040 13,965 

提供体制の確保の 
内容・実施時期② 

14,400 14,253 14,139 14,040 13,965 

こども家庭センターで提供 14,400 14,253 14,139 14,040 13,965 

委託等により提供 0 0 0 0 0 

②－① 0 0 0 0 0 
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（９）乳児家庭全戸訪問事業【新生児訪問事業】 

【概要】 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、発育発達、育児等に必要な保健指

導の実施、及び子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把握を行う事業です。 

【量の見込みと確保策】 

（単位：人） 

※各年度の末日を基準日とする 

【量の見込みの算出方法】 

事業を実施する人数を計上しました。 

【確保方策の考え方・今後の方向性】 

児童福祉法に基づき、生後概ね４か月までの乳児のいるすべての家庭を、訪問すること

が法的事業として位置付けられていること、及び母子保健法に基づく新生児訪問指導にお

いて新生児・乳児に対し発育発達上必要な保健指導を実施する必要があることから、人口

推計に基づく量の見込み数を設定しています。 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

令和 
11 年度 

量の見込み① 3,831 3,792 3,762 3,736 3,716 

提供体制の確保の 
内容・実施時期② 

3,831 3,792 3,762 3,736 3,716 

②－① 0 0 0 0 0 
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（１０）養育支援訪問事業【養育支援訪問】 

【概要】 

乳児家庭全戸訪問事業の実施結果や、関係機関からの連絡・通告等により、養育支援が

特に必要と判断された家庭に対して、保健師及び助産師が居宅を訪問し、養育に関する指

導・助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育を支援する事業です。 

【量の見込みと確保策】 

（単位：人） 

※各年度の末日を基準日とする 

【量の見込みの算出方法】 

本事業の対象となった児童数の、令和元年度から令和５年度までの平均を計上しました。 

【確保方策の考え方・今後の方向性】 

訪問が必要と判断された家庭全てに対応するため、量の見込みで算出した実数を支援で

きる提供体制を確保します。 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

令和 
11 年度 

量の見込み① 328 328 328 328 328 

提供体制の確保の 
内容・実施時期② 

328 328 328 328 328 

②－① 0 0 0 0 0 
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（１１）妊婦健康診査 

【概要】 

妊婦健康診査１４回分の助成券を交付し、妊娠中の疾病や異常を早期発見するとともに、

母体と赤ちゃんの心身を健康に保つことを目的とする事業です。 

【量の見込みと確保策】 

（単位：年間の延べ利用回数） 

※各年度の末日を基準日とする 

【量の見込みの算出方法】 

令和５年度の実績値にて算出しました。妊婦健康診査１４回分の延べ受診回数です。 

【確保方策の考え方・今後の方向性】 

引き続き妊婦が適切な健診を受けられるよう、母子健康手帳交付時に健診の必要性を説

明することに努めます。 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

令和 
11 年度 

量の見込み① 48,604 48,604 48,604 48,604 48,604 

提供体制の確保の 
内容・実施時期② 

48,604 48,604 48,604 48,604 48,604 

②－① 0 0 0 0 0 
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（１２）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

【概要】 

低所得で生計が困難な家庭等のこどもが保育所や幼稚園等を利用する際に、保護者の負

担軽減を図るため、施設に対して保護者が支払うべき日用品・文房具の購入等にかかる費

用や副食材料費を助成することを目的とした事業です。 

【確保方策の考え方・今後の方向性】 

幼稚園や保育事業者、保護者に対し、市ホームページや文書での周知を図っていきます。 

（１３）多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

【概要】 

多様な事業者の能力の活用が十分図られるよう、事業者の参入促進に関する支援や特別

な支援が必要なこどもを受け入れる私立認定こども園の設置者に対する必要な援助、地域

における小学校就学前の子どもを対象とした多様な集団活動事業の利用支援を行う事業

です。 

【確保方策の考え方・今後の方向性】 

地域における小学校就学前の子どもを対象とした多様な集団活動事業の利用支援事業

を引き続き行うこととし、その他の事業については必要に応じて実施を検討します。 
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（１４）子育て世帯訪問支援事業 

【概要】 

家事・育児に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる

家庭の居宅を、訪問支援員が訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとともに、家事・

育児等の支援を実施することにより、家庭が抱える不安の解消を図る事業です。 

【量の見込みと確保策】 

（単位：年間の延べ利用日数） 

※各年度の末日を基準日とする 

【量の見込みの算出方法】 

ヤングケアラーを含めた支援が必要な世帯を対象に、本事業の特性を考慮して算出しま

した。 

【確保方策の考え方・今後の方向性】 

適切な訪問支援員を派遣できる事業者を複数確保するなど、提供体制の確保に努めます。 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

令和 
11 年度 

量の見込み① 3,680 3,680 3,680 3,680 3,680 

提供体制の確保の 
内容・実施時期② 

3,680 3,680 3,680 3,680 3,680 

②－① 0 0 0 0 0 
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（１５）児童育成支援拠点事業 

【概要】 

養育環境等に課題を抱えるこども等に対して、居場所となる場を開設し、生活習慣の形

成や学習のサポート、進路等の相談支援、食事の提供等を行うとともに、個々のこどもと

その家庭の状況に応じた支援を包括的に提供する事業です。 

【量の見込みと確保策】 

（単位：人） 

※各年度の末日を基準日とする 

【量の見込みの算出方法】 

要保護児童対策地域協議会の対象世帯数等を勘案して算出しました。 

【確保方策の考え方・今後の方向性】 

現時点では民間団体が運営するものを含めた多様なこどもの居場所と協働し、地域ぐる

みでこどもの居場所づくりを推進することとし、計画期間中に本事業の実施の方法につい

て検討します。 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

令和 
11 年度 

量の見込み① 20 20 20 20 20 

提供体制の確保の 
内容・実施時期② 

0 0 0 0 0 

②－① －20 －20 －20 －20 －20 
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（１６）親子関係形成支援事業 

【概要】 

こどもとの関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者に対し、ロールプレイ等

を通じて、こどもの心身の発達の状況に応じた情報の提供、相談及び助言を実施するとと

もに、保護者同士が相互に悩みや不安を相談・共有し、情報の交換ができる場を設ける等

の支援を行うことにより、親子間における適切な関係性の構築を図る事業です。 

【量の見込みと確保策】 

（単位：人） 

※各年度の末日を基準日とする 

【量の見込みの算出方法】 

令和５年度実績を対象世帯数とし、国の算出方法に基づき算出しました。 

【確保方策の考え方・今後の方向性】 

引き続き各プログラムを計画し、提供体制の確保に努めます。 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

令和 
11 年度 

量の見込み① 46 46 46 46 46 

提供体制の確保の 
内容・実施時期② 

59 59 59 59 59 

②－① 13 13 13 13 13 
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（１７）産後ケア事業 

【概要】 

出産後１年未満の母子に対して宿泊型、通所型、居宅訪問型（早期型・一般型）の心身

のケアや育児のサポートを行う事業です。 

【量の見込みと確保策】 

（単位：年間の延べ利用日数） 

※各年度の末日を基準日とする 

【量の見込みの算出方法】 

産後ケア事業延べ利用回数の見込み件数を計上。利用率は令和５年度１３．７％でした

が、令和１１年度には２０％まで上昇することを見込んでいます。平均利用回数は、令和

５年度が１．９回でしたが、令和９年度までに４．５回となり、その後横ばいで推移する

ことを想定しています。 

【確保方策の考え方・今後の方向性】 

産後ケア事業の利用は、利用回数、利用割合ともに増えており、今後も増加することを

想定しています。産前・産後の心身の負担を軽減するため、事業の充実に努めます。 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

令和 
11 年度 

量の見込み① 2,503 2,714 2,875 2,993 3,117 

提供体制の確保の 
内容・実施時期② 

2,503 2,714 2,875 2,993 3,117 

②－① 0 0 0 0 0 
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（１８）乳児等通園支援事業 

【概要】 

全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備するとともに、全ての子

育て家庭に対して、多様な働き方やライフスタイルにかかわらない形での支援を強化する

ため、就労要件を問わず時間単位等で柔軟に保育所等を利用できる事業です。 

【確保方策の考え方・今後の方向性】 

令和８年度からの事業開始に向けて必要な作業を進めます。 

事業の実施検討に当たっては、国の動向等を踏まえ、通常保育を含めた教育・保育の質

の確保に留意しつつ、制度の趣旨に添った運用となるよう取り組みます。 

５ 子どものための教育・保育給付に係る教育・保育の 

一体的提供及び当該教育・保育の推進に関する体制の 

確保の内容 

幼児期の教育・保育は、そのこどもの生涯にわたる人格形成の基礎を担う重要なもので

あるため、こどもの最善の利益を第一優先として考えながら、こどもたちへの質の高い教

育・保育の提供を行う必要があります。 

このため、本市の幼稚園・保育所等がこれまで培ってきた知識・技能等を生かし、各施

設・事業者間の情報共有などを充実させ、幼稚園・保育所等から小学校への滑らかな接続

を図ります。 

６ 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保の内容

保護者が子育てのための施設等利用給付を円滑に利用できるよう、公正かつ適切な支給

を確保するとともに、保護者の経済的負担の軽減や利便性等を勘案しつつ、給付を行いま

す。 
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第６章 計画の推進

１ 計画の点検・評価 

本計画策定後には、ＰＤＣＡサイクル（計画・実行・評価・改善）に基づき、計画を推

進します。 

なお、当初の計画に対して「量の見込み」や「確保方策」等に大きな開きが見受けられ

る場合には、必要に応じて計画を見直します。 

ＰＤＣＡサイクルのイメージ 

２ 川口市社会福祉審議会児童福祉専門分科会 

児童福祉専門分科会は、本計画期間中の各年度において開催するものとします。  

委員は、児童福祉分野の学識経験者、保育・児童教育関係者、保健・医療関係者等、様々

な分野から構成されています。  

児童福祉専門分科会においては、計画の点検・評価の結果等について審議します。  

従来の実績や将来の予測 

などを基にして業務計画 

を作成する 

実施が計画に沿って 

いない部分を調べて 

改善する

策定
Action
改善

Plan

DoCheck
実施評価業務の実施が計画に 

沿っているかどうかを 

確認する 計画に沿って業務を行う 
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３ 地域や関係機関との連携 

＜市民や関係団体等との連携＞ 

子育てを社会全体で支援していくためには、行政のみならず、教育・保育施設関係者、

学校、その他子育てに関わる関係団体や関係機関を含めて社会全体が連携することが必要

です。  

本計画の推進にあたっては、幼稚園、保育所等をはじめ、地域型保育事業及び地域子ど

も・子育て支援事業を行う事業者及び関係団体・関係機関等との連携を深め、情報の共有

化を図りながら、事業の推進・調整を行うとともに、家庭・地域・学校・企業・行政それ

ぞれが、子育てやこどもの健全育成に対する責任や自ら果たすべき役割を認識し、互いに

協力しながら、子育て支援に関わる様々な施策を計画的・総合的に推進します。  

＜地域の人材の確保と連携＞ 

子育てに関する市民の多様なニーズに対応するため、幼稚園教諭、保育士等の子育てに

関わる資格取得者だけでなく、ボランティアや子育て経験者、高齢者等、地域の様々な子

育てを支援する幅広い人材の確保・育成に努めます。  

＜市民・企業等の参加・参画の推進＞ 

社会全体で子育てを支援するためには、市民や企業、関係団体の理解と協力が必要です。

計画について広報等により市民等の理解を深めるとともに、ボランティア活動の活性化の

促進、市民参加型の事業の拡充等、地域による取り組みを支援し、子育てしやすい環境づ

くりに市民及び企業等の参加・参画を推進します。  

４ 国・県との連携 

本計画の推進にあたっては、こども基本法、子ども・子育て支援法、次世代育成支援対

策推進法、こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律、母子及び父子並びに寡

婦福祉法等の制度の趣旨を踏まえるとともに、県が策定する「埼玉県こども・若者計画（仮

称）」における各種施策との整合を図る等、国や県と連携した取り組みを進めます。  
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５ 成果指標一覧 

施策 指標 担当課 現状値 目標値 
掲載 

ページ

基
本
目
標
１

切れ目のない母子の

保健・医療の確保 

産後ケア事業の

利用率 

地域保健 

センター 
13.7％ 

前年度を 

上回る 
30 

親子の居場所や相談

支援の充実 

乳児家庭全戸訪

問事業（新生児

訪問）実施率 

地域保健 

センター 
95.4％ 100％ 34 

子育てと就労を安心

して両立できる保育

環境の充実 

保育所等の待機

児童数 

子ども 

総務課 

保育 

運営課 

保育 

幼稚園課 

10 人 0 人 37 

教育環境の充実 

埼玉県学力・学

習状況調査にお

いて県平均を上

回る項目数（※１）

指導課 
全 14 項目の

うち 10 項目 

全 14 項目の

うち 10 項目 
40 

豊かな心と体づくり 

将来の夢や目標

を持っていると

回答した児童生

徒の割合（※１）

指導課 

小学校６年生 

81.2% 

中学校３年生 

65.9% 

前年度を 

上回る 
42 

体力テストの全

国平均を上回っ

ている項目数の

割合（※１）

指導課 

小学校６年生 

81％ 

中学校３年生 

75％ 

小学校６年生 

56％ 

中学校３年生 

68％ 

42 

安心して学ぶことの

できる環境づくり 

特別支援学級設

置校数（※１）
指導課 

小学校 36校 

中学校 17校 

小学校 40校 

中学校 15校 
46 

不登校児童生徒

の割合（※１）
指導課 

小学校 

1.99％ 

中学校 

7.43％ 

前年度を 

下回る 
46 
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基
本
目
標
１

若者の修学・就職支

援 

中小企業従業員

等奨学金返還支

援補助金申請者

数 

経営支援課 20 件 50 件 49 

若年者定住就労

促進家賃補助金

申請者数 

経営支援課 9件 30 件 49 

結婚、妊娠・出産等

を希望する若者への

支援 

結婚新生活支援

補助金の交付件

数 

青少年 

対策室 
40 件 60 件 51 

基
本
目
標
２

こどもの権利の保障 
子どもの権利条

約の認知度 

子ども 

総務課 

小学校 5年生 

21.3％ 

中学校 2年生 

15.9％ 

前回調査を上

回る 
53 

多様なこどもの居場

所の確保 

児童センター・

こども館の利用

者数 

青少年 

対策室 
98,060 人 110,000 人 57 

こどもの貧困の解消

に向けた対策の推進 

子どもの生活・

学習支援事業の

学習教室出席率 

青少年 

対策室 
68.3％ 75.0％ 62 

障害や発達の特性が

あるこどもの支援の

充実 

障害児の保護者

が障害者施策に

対して満足して

いる割合 

障害福祉課 32.7％ 70.0％ 66 

児童虐待の未然防

止、早期発見、支援 

未就園児等全戸

訪問事業（ハロ

ーキッズスマイ

ル訪問事業）の

実施率 

子育て 

相談課 

（令和６年度開

始事業のため現

状値なし）

100％ 70 

こどもが健やかに過

ごせる体制づくり 

若 年 者 早 期 相

談・支援事業（こ

ころサポートス

テーション SODA

かわぐち）の延

支援回数（※２）

疾病対策課 2,022 回 1,800 回 72 

こどもが安心して外

出できる環境づくり 

青色防犯パトロ

ール車両配備台

数 

防犯対策室 108 台 配備を継続 76 
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標
３

妊娠から出産、子育

ての経済的負担の軽

減 

赤ちゃんにっこ

り応援金の支給

者数（※３）

子育て 

支援課 
4,227 人 3,716 人 78 

地域における子育て

支援の充実 

つどいの広場の

利用者数  

子育て 

支援課 
139,614 人 143,000 人 80 

多様な働き方と子育

ての両立支援 

男女共同参画セ

ミナー参加者の

満足度 

協働推進課 96.0％ 100％ 84 

ひとり親家庭への支

援 

養育費確保支援

事業の利用者数 

子育て 

支援課 
33 人 53 人 87 

※１ 令和７年度に教育振興基本計画の見直しが行われるため、指標及び目標値を変更する可能性があります。 

※２ 目標値は、川口市障害者福祉計画で定めている値を記載しています。 

※３ 目標値は、令和１１年度の０歳児人口としています。（現状値は、転入者を含めた支給者数としています。） 




